


はじめに

本県では、平成１８年に制定された住生活基本法に基づき、長崎県住生活基本計
画を策定し、これまでに二度の改訂を行いながら、県民の住生活の向上や住宅の安
定確保に向け、各種の住宅関連施策を進めてまいりました。
しかしながら、少子・高齢化の進展や単身世帯の増加などの人口・世帯構成の変

化、増加する空き家や脱炭素社会の構築、さらには、新型コロナウイルス感染症に
関連した新たな生活様式への対応など様々な社会情勢の変化を踏まえ、このたび県
民の皆様のご意見を広くお聞きしながら、令和４年度から令和１３年度までの１０
年間における本県の住宅・住環境政策の最上位計画として、住生活基本計画を改訂
いたしました。
本計画は、「つながり、ささえ、つくろう長崎」をキャッチフレーズとした『長崎

県総合計画チェンジ＆チャレンジ 2025』の個別計画として、住宅分野における具体
的な施策を示しております。
今後とも、本計画の基本理念である「住みたい・住める・住み続けられる長崎県」

の実現を目指して、地域の特性を活かしながら、若年・子育て世帯や高齢者が、安
全に安心して暮らし続けることができる住生活の実現に向けて、質の高い住まいづ
くりやまちづくりを推進してまいりたいと考えておりますので、皆様方のご理解と
ご協力を賜りますようお願い申し上げます。
結びに、本計画の見直しに当たり、熱心にご審議いただきました長崎県住宅政策

懇談会の委員の皆様をはじめ、貴重なご意見、ご提案をいただきました皆様に深く
感謝申し上げます。

令和４年６月

長崎県知事   大石 賢吾
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第１章 計画策定の背景、計画の位置付け 

１－１ 計画策定の背景と目的 

本県では、平成 29 年３月に「長崎県住生活基本計画」（平成 2８年度～令和 7 年度）を改

訂し、住宅・居住環境政策の最上位計画として施策を展開してきました。 

令和２年の国勢調査において、本県の世帯数は初めて減少に転じました。また、平成 23 年

に初めて自然減が社会減を上回った後は自然減が増加し続けている等、本県における住まいを

取り巻く環境は一層厳しくなっています。 

令和３年度には住生活基本計画（全国計画）が改訂され、新型コロナウイルス感染症の拡大

を契機とした「新たな日常」への対応のため、居住の場の多様化や新技術の進展に対応した目

標が位置付けられました。また、気候変動の影響と考えられる自然災害の頻発・激甚化を踏ま

え、住まいや地域の安全・安心の確保に向けた目標が位置付けられました。 

このような状況を踏まえ、本計画は、社会情勢の変化に的確に対応するために見直しを行

い、現在及び将来における県民の豊かな住生活の実現へ向けて、住生活の安定の確保及び向上

の促進に関する基本的な方針や推進すべき施策の内容を定め、住まいづくり・まちづくりを総

合的かつ計画的に推進することを目的とします。 

 

１－２ 計画の位置付け 

本計画は、「住生活基本法」に基づく「長崎県住生活基本計画（平成 28 年度～令和７年

度）」を見直す計画として位置付けます。 

また、本計画は県内全域を対象とし、市町が取組むべき施策の基本的な指針にもなるもので

す。 

 

≪計画の位置付け≫ 
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１－３ 計画期間 

計画期間は、令和４～１３年度（2022～2031 年度）の 10 年間とします。なお、社会情

勢等の変化に的確に対応するため、おおむね５年後に見直します。 

 

１－４ 計画の構成 

本計画の構成は以下のとおりです。 
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第２章 ⾧崎県の住宅・居住環境をめぐる現状 

２－１ 地域区分の設定 

本計画では、県内の住宅・居住環境をめぐる現状や課題を地域別に整理するため、以下のよ

うな地域区分を行いました。 

 

【長崎・西彼地域】長崎市・西海市・時津町・長与町 

【県央地域】諫早市・大村市・東彼杵町・川棚町・波佐見町 

【県北地域】佐世保市・松浦市・平戸市・佐々町 

【島原半島地域】雲仙市・島原市・南島原市 

【離島地域】壱岐市・対馬市・五島市・新上五島町・小値賀町 

 

 

 

 

 

 

  

≪地域区分図≫ 
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※佐世保市宇久島は離島地域に分類しているが、本頁以降の分析では県北地域として集計している。 

宇久島 
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２－２ 社会状況の変化 

（１）人口・世帯 

１）人口・世帯数の推移と将来推計 

・令和 2 年の本県の人口は 1,312,317 人、世帯数は 558,230 世帯、世帯人員は

2.35 人／世帯です。 

・人口は、平成 22～27 年に約 5.0 万人（約 1.0 万人/年）のペースで減少していたの

に対し、平成 27～令和 2 年は、約 6.4 万人（約 1.3 万人/年）のペースで減少してお

り、人口減少が加速しています。 

・世帯数は、平成 27～令和２年の間に約 561 千世帯から約 558 千世帯に減少してい

ます。同期間で世帯数が減少に転じた都道府県は、47 都道府県のうち４県のみです。 

・国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口（平成 30 年）によると、今後、さらに

人口減少および世帯減少が進むと推計されています。 

 

■人口・世帯数の推移と将来推計人口（長崎県） 
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２）社会動態・自然動態 

・平成 25 年に初めて自然減が社会減を上回り、令和元年では、自然減が約 8,000 人、

社会減が約 6,600 人となっています。 

・自然減は、平成 18 年から増加し続けています。加えて、社会減に歯止めがかかってお

らず、人口減少が加速しています。 

・令和元年の転出状況を年齢別にみると、大学卒業時の 15～29 歳の県外への転出が多

くなっています。 

 

■社会動態・自然動態の推移（長崎県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■年齢階級別県外転出・転入状況（R1）（長崎県） 

  

資料：長崎県総合計画 チェンジ＆チャレンジ 2025 

資料：長崎県総合計画 チェンジ＆チャレンジ 2025 
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３）地域別の人口推移と将来推計 

・平成 2 年以降、県央地域以外は人口減少しています。特に、平成 27 年～令和 2 年

は、離島地域は約 1 万人（約 9.2％）、島原半島地域は約 9 千人（約 9.3％）と著しく

減少しています。 

・今後、全ての地域で人口減少が進行し、特に離島地域では、令和７年～令和 27 年にか

けて、約半分の 55 千人となる見込みです。 

・平成 27 年の各地域の人口割合は、長崎・西彼地域が 38.5％と最も高く、県北地域が

23.5％、県央地域が 19.5％と続きます。 

 

■地域別人口の推移と将来推計人口（長崎県） 

 

  

 

■県総人口に占める各地域の人口の割合（長崎県） 
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４）家族類型別の世帯の状況 

・令和２年における単身世帯の割合は、34.4％（約 191 千世帯）で、最多の家族類型

となっています。今後、さらに単身世帯の割合は増加し続け、令和 22 年は 37.1％と

なる見込みです。 

 

■家族類型別一般世帯の推移（長崎県） 
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資料：国立社会保障・人口問題研究所推計値          
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（２）少子・高齢化 

１）年齢３区分別の人口推移と将来予測 

・令和２年の高齢者数（65 歳以上）は 43 万人となっています。令和 7 年まで高齢者数

は増加し続けますが、令和 7～12 年に、約 5,000 人減少に転じる見込みです。 

・生産年齢人口（15～64 歳人口）は、昭和 60 年の約 104 万人をピークに減少に転

じ、令和２年は約 71 万人となっています。 

・年少人口（0～14 歳人口）は、昭和 30 年の約 65 万人をピークに減少に転じ、令和 2

年には、ピーク時の 4 分の 1 の約 16 万人となっています。 

 

■年齢３区分別人口の推移と将来推計人口（長崎県） 

 

 

 
２）高齢化率等の推移と推計 

・令和２年の高齢化率は 33.0％となっており、今後も全国より高い割合で推移する見通しと

なっています。 

・高齢者数は減少しますが、生産年齢人口と 15 歳未満人口の減少により、今後も高齢化率

は上昇する見込みです。 

 

■高齢化率等の推移と推計（長崎県、全国） 
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13.1%

11.9%

11.1%

59.2%

54.3%

55.5%

56.6%

53.7%

50.7%

48.7%

28.7%

33.1%

32.4%

29.2%

33.2%

37.4%

40.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

⾧崎県

⾧崎・西彼地域

県央地域

県北地域

島原半島地域

離島地域

15歳未満 15～64歳 65歳以上

14.5

17.1

20.1

23.6

26.6 28.7

17.7

20.8

23.6

26.3

29.6

33.1

16.1

19.7

22.1

25.0

28.6

32.4

15.7

17.3

20.3 23.0

26.2

29.2

18.6

21.7

24.3

27.2

30.1

33.2

21.0

24.6

27.8

30.3

33.6

37.4

21.2

25.7

29.2
32.2

36.1

40.3

12.0
14.0
16.0
18.0
20.0
22.0
24.0
26.0
28.0
30.0
32.0
34.0
36.0
38.0
40.0
42.0

H7 H12 H17 H22 H27 R2

（％）

全国 ⾧崎県 ⾧崎・西彼地域
県央地域 県北地域 島原半島地域
離島地域

３）地域別の少子・高齢化の状況 

・令和２年の高齢化率は、離島地域が 40.3％、島原半島地域が 37.4％であり、他の地

域より高い割合となっています。 

・平成 17～27 年は、県央地域以外において全国を上回る高齢化率で推移していましたが、

令和２年は全ての地域で全国を上回っています。 

 

■地域別年齢 3 区分別人口構成比（R2 年）    ■地域別の高齢化率の推移（長崎県、全国） 
（長崎県、全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）高齢世帯の状況 

・本県の令和２年における高齢者のいる世帯の割合は 49.8％であり、全国の 42.6％よ

り高い割合となっています。 

・高齢者のいる世帯の内訳をみると、高齢者との同居世帯、高齢夫婦のみの世帯、高齢単

身世帯のいずれも、全国より高い割合となっています。 

 

■高齢世帯員の有無による世帯の類型別割合（R2 年）（長崎県、全国） 

 

 

 

  

57.4%

50.2%

18.3%

20.6%

11.0%

12.9%

12.6%

15.4%

0.7%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

長崎県

高齢者がいない世帯 高齢者との同居世帯 高齢夫婦のみの世帯

高齢単身世帯 その他高齢者のみの世帯

49.8％

42.6％

資料：国勢調査 

資料：国勢調査 資料：国勢調査 
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・令和２年の高齢者がいる世帯数は、245,631 世帯となっています。令和 7 年まで当該世

帯は増加し続けますが、以後は減少に転じる見込みです。 

・令和２年の高齢単身世帯の割合は、15.1％となっています。今後も当該割合は増加し

続け、令和 22 年は 19.7％となる見込みです。高齢単身世帯の割合は、高齢夫婦のみ

世帯、高齢者と子ども等との同居世帯と比べ、急速に高まっていくことが予測されてい

ます。 

 

■高齢者がいる世帯の将来推計（長崎県） 

 

 
 

５）子どものいる世帯の状況 

・令和２年の 18 歳未満の世帯員のいる世帯数は、108,871 世帯であり、平成 27～令

和２年に約 12,000 世帯（約９％）減少しています。 

・18 歳未満の世帯員のいる世帯うち、約 69％が「夫婦と子ども」、約 14％が「ひとり

親と子ども」からなる世帯が占めています。 

 

■18 歳未満の世帯員（子ども）のいる世帯割合（長崎県、全国） 

 

 

  

225,106 245,631 251,361 248,863 241,382 235,731

333,274
310,499

288,764

273,988 259,475 238,256

558,380 556,130 540,125 522,851 500,857
473,987

13.2%

15.1%

16.5%

17.6% 18.6%

19.7%

13.3%

14.7%
15.1% 15.2% 15.0% 15.3%

13.8%
14.4%

15.0% 14.8% 14.6% 14.7%

10.0%
11.0%
12.0%
13.0%
14.0%
15.0%
16.0%
17.0%
18.0%
19.0%
20.0%

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

H27 R2 R7 R12 R17 R22

高齢者がいる世帯数 高齢者がいない世帯数

高齢単身世帯の割合 高齢夫婦のみ世帯の割合

高齢者と子ども等との同居世帯の割合

（％）（世帯）

69.0%

66.2%

75.7%

13.8%

12.6%

11.1%

4.1%

5.3%

3.3%

4.6%

5.8%

3.7%

3.0%

3.4%

2.2%

2.0%
2.7%

1.5%

3.6%

4.1%

2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R2（長崎県）

108,871世帯

H27（長崎県）

121,178世帯

R2全国

夫婦と子ども ひとり親と子ども 夫婦，子どもと両親 夫婦，ひとり親と子ども

夫婦，子どもと他の親族 夫婦，子ども，親と他の親族 その他

資料：国勢調査 

 

※高齢夫婦のみの世帯：世帯主が 65 歳以上夫婦のみの世帯 

資料： （H27・R2 年）国勢調査、（R7 年以降）長崎県福祉保健総合計画をもとに作成 
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（３）住宅確保要配慮者 

１）全国と比較した本県の特徴 

・借家に住む低額所得世帯の割合は、全国 10 位と高くなっています。 

・借家に住む高齢単身世帯、高齢夫婦世帯の割合は、それぞれ全国８位および４位と高

くなっています。 

・外国人の割合は全国 40 位と低いですが、障害者の割合は全国 7 位と高くなっています。 

 

■住宅確保要配慮者の状況（長崎県）（全国を 1 とした場合の本県の割合を図化） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0.0

0.5

1.0

1.5

f 外国人人口率
0.8％[2.3％] ㊵

e 子育て世帯率
20％[19％] ㉚

d 障害者人口率 7.4％[5.6％] ⑦

c 高齢夫婦
世帯率(借家)
1.6％[1.3％] ④

b 高齢単身
世帯率(借家)
4.2％[3.9％] ⑧

a 低額所得世帯率(借家）17％[15％] ⑩

※住宅確保要配慮者：「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律」第

二条で定められている低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子育て世帯、外国人等。 

※[ ]内は全国値、丸付き数値は 47 都道府県の中での順位。 

※aは「世帯年収が300 万円未満の借家世帯数の割合（H30 年）」を示す。 

※b,c,e,f は令和2年時点。dは平成27年時点。  

資料：令和 2 年国勢調査、平成 30 年住宅・土地統計調査、平成 27 年福祉行政報告、 

平成 27 年衛生行政報告例、令和 2 年在留外国人統計 
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２）高齢世帯数の推移 

・令和２年の高齢単身世帯数は 83,871 世帯であり、平成 27 年から約 10,000 世帯

（約 2,000 世帯/年）増加しています。 

・高齢単身世帯数は今後も増加し続け、令和 22 年は 93,509 世帯、総世帯数に対する

割合は、19.7％となる見込みです。 

 

■高齢単身世帯および高齢夫婦世帯の推移（長崎県） 

 

 

３）要介護認定者数の推移 

・令和 2 年の要介護認定率は 19.9％となっています。 

・平成 22 年～27 年は 1.1 ポイント増加しましたが、平成 27 年～令和 2 年は 2.1 ポ

イント減少しています。 

 

■要介護認定者数および認定率の推移（長崎県） 

 

63,245 73,610 83,871 88,993 91,879 93,061 93,509

66,566 
74,244 

70,188 81,615 79,462
75,165

72,441
11.4

13.2
15.1

16.5 17.6
18.6

19.7

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

0

50,000

100,000

150,000

200,000

H22 H27 R2 R7 R12 R17 R22

（％）（世帯）

高齢単身世帯数 世帯主65歳以上夫婦のみ世帯数 高齢単身世帯率

6,561 6,525 6,276
8,142 9,465 10,278
10,388 10,543 11,345
10,986 13,750 13,610
14,697

18,258 20,620
11,516

14,225 13,07415,202

15,986 11,284
77,492

88,752
86,487

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

H22 H27 R2

（人）

要介護5 要介護4 要介護3 要介護2

要介護1 要支援2 要支援1

資料：国勢調査（平成 22～令和 2 年）、国立社会保障・人口問題研究所（令和 7 年以降） 

資料：介護保険事業状況報告 
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４）低額所得世帯数の推移 

・平成 30 年の世帯年収が 300 万円未満の世帯数は、247,500 世帯（44.4％）とな

っています。 

・平成 20 年～25 年は約 6,000 世帯増加しましたが、平成 25 年～30 年は 1,200

世帯の微減となっています。 

 

■低額所得世帯数の推移（長崎県） 

 

５）障害者数の推移 

・令和２年度の障害者数は約 99,000 人であり、身体障害者が約 7 割となっています。 

・障害者数全体および障害の区分別の障害者数は、平成 27 年度からほぼ横ばいで推移

しています。 

 

■障害者数の推移（長崎県） 

 

  
資料：長崎県福祉保健総合計画 

資料：住宅・土地統計調査 
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６）外国人数の推移 

・令和２年の外国人数は 8,316 人となっています。 

・平成 22 年～27 年は約 1,200 人（約 240 人/年）のペースで増加しましたが、平成

27 年～令和２年は約 650 人（約 130 人/年）増加しており、外国人数の増加がゆ

るやかになっています。 

 

■外国人数の推移（長崎県） 

 

 

 

７）ＤＶ被害者数の推移 

・令和元年のＤＶ相談対応件数は 2,277 件となっています。 

・平成 27 年～令和元年にかけて、相談対応件数が約 500 件増加しています。 

 

■長崎・佐世保こども・女性・障害者支援センターにおけるＤＶ相談対応件数（長崎県） 

 

  

6,498
7,669 8,316

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H22 H27 R2

（人）

（年）

1,782 1,885 
2,230 2,157 2,277

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H27 H28 H29 H30 R1(H31)

（件）

資料：国勢調査 

資料： 「令和元年度 長崎・佐世保こども・女性・障害者支援センター

におけるＤＶ相談対応件数等について」をもとに作成 
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（４）移住・二地域居住への関心の高まり 

１）コロナ禍を契機とした生活様式や働き方の変化 

・内閣府の全国的調査によると、新型コロナウイルスの感染拡大前後で、約 7 割の人が

「家族と過ごす時間が増加した」と回答しています。 

・家族と過ごす時間が増加した人のうち約 8 割が「今後も家族と過ごす時間を保ちた

い」と回答しています。 

・テレワークを実施した人は、実施していない人と比べ、新型コロナウイルスの感染拡

大前に比べ、仕事よりも生活を重視したいと回答した割合が高くなっています。 

 

■家族と過ごす時間の変化（全国）        ■家族と過ごすことに対する意識（全国） 

 

 

  

資料：第 53 回住宅宅地分科会資料４「我が国の住生活をめぐる状況等について」（国土交通省） 

 70.3%が｢家族と過
ごす時間が増加し
た｣と回答 

 ｢家族と過ごす時間が増加した｣人
のうち、81.9%が｢家族と過ごす時
間を今後も保ちたい｣と回答 

 
｢増加した｣と回答
した人に対し、 
｢家族と過ごす時間
を今後も保ちたい
と思うか｣と質問 
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２）地方移住への関心の高まり 

・内閣府の全国的調査によると、新型コロナウイルスの感染拡大により、地方移住への関

心が高くなった（「関心がやや高くなった」を含む）割合は、全体で 15.0％となってい

ます。 

・年代別にみると、20 歳代が 22.1％と最も高く、次いで 30 歳代が 20.0％となって

います。 

 

■感染症影響下における地方移住への関心の変化（全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：新型コロナウィルス感染症の影響下における生活意識・

行動の変化に関する調査（内閣府） 

〇調査⽅法：インターネット調査（国内居住のインターネットパネル登録モニター） 

○回収数 ：10,128 

〇調査期間：５月 25 日～６月５日（５月 25 日～29 日に半数を回収し、６月１日～５日

に残りの半数を回収） 

〇回収数の割当（サンプル数の設計）：性別・年齢階級別（5 歳毎）で同数を均等に割当

（24 区分×422⼈＝10128） 

※年齢は「15〜19 歳」から「70 歳以上」までの 12 区分×性別 2 区分＝24 区分 
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３）デュアルライフ（２拠点生活）に関する意識および実態 

・民間企業の全国的調査によると、デュアルライフ実施率は 1.3％、デュアルライフ意

向率は 14.0％となっています。 

 

■デュアルライフ（２拠点生活）の実施・意向率（全国） 

 

 

 

 

 

（参考）「デュアルライフ（２拠点生活）に関する意識・実態」調査の調査概要 

 

資料： 「デュアルライフ（２拠点生活）に関する意識・実態」調査 

（株式会社リクルート住まいカンパニー） 

資料： 「デュアルライフ（２拠点生活）に関する意識・実態」調査 

（株式会社リクルート住まいカンパニー） 
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４）本県の移住支援に係る取組状況および実績 

①取組状況 

ⅰ）ながさき移住サポートセンターの設置 

・平成 28 年に移住サポートセンターが設立されました。以後、長崎、東京等に相談窓

口が設けられ、移住相談・就職支援が行われています。 

 

■ながさき移住サポートセンター等の窓口 

 

 

 

 

ⅱ）長崎県移住支援公式 HP「ながさき移住ナビ」の設置 

・HP へのアクセス数は、平成 29 年度の約 27 万件から増加し続け、令和２年度は約

43 万件となっています。 

 

■ながさき移住ナビアクセス数の推移 

 

  

268,523 304,038
376,785

432,009

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

H29 H30 R元 R２

（件）

（年度）

資料：長崎県移住支援公式 HP「ながさき移住ナビ」 

資料：長崎県 

※アクセス数は「Visits」（訪問者数）であり、同一端末

からの 30 分以内の再アクセスはカウントしていない。 
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②実績 

・H28 年に移住サポートセンターが設立された後、UI ターン者数※が大幅に増加して

います。 

 

■ＵＩターン者数の推移、ＵＩターン者の年代及び前住所（長崎県） 

 

 

 

※ながさき移住サポートセンターおよび市町の相談窓口に訪問した者のうち、支援により実際に移住した人

数（両方の相談窓口に訪問している場合は重複を除く）。 

  
資料：長崎県 
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（５）激甚化する気象災害 

１）災害の発生状況 

・一定規模以上※の大雨・台風が過去 10 年間で 17 件発生しています。 

 

 

■過去 10 年間（平成 22 年以降）の県内の主な災害（長崎県） 

元号 月日 災害名 市町村名 被災箇所 人的被害 

平成22年 8月11日 台風4号 平戸市、対馬市、島

原市 

床下浸水10棟 軽傷者2名 

平成23年 8月23,24日 大雨 平戸市、長崎市、諫

早市 

全壊1戸、一部損壊2

戸、床上浸水1戸、床下

浸水18戸 

－ 

平成24年 6月24,25日 大雨 南島原市、長崎市、

島原市 

一部破損1棟、床上浸水

2棟、床下浸水9棟 

負傷者1名 

平成24年 9月20日 台風16号 長崎市、島原市、南

島原市、雲仙市、対

馬市、平戸市 

半壊1棟、一部破損4

棟、床上浸水87棟、床下

浸水359棟 

重傷者1名、 

軽傷者3名 

平成26年 7月3日 大雨 東彼杵町 一部破損2棟、床上浸水

1棟、床下浸水12棟 
－ 

平成26年 8月19～22日 大雨 佐世保市 半壊1棟、一部破損5

棟、床上浸水5棟、床下

浸水15棟 

－ 

平成27年 8月12日 大雨 西海市、長崎市、佐

世保市、長与町 

一部破損1棟、床上浸水

4棟、床下浸水14棟 
－ 

平成27年 9月1日 大雨 対馬市 一部破損2棟、床上浸水

41棟、床下浸水9棟 
－ 

平成28年 9月17日 大雨 対馬市、峰町、豊玉

町 

床下浸水10棟 
－ 

平成30年 7月5～7日 大雨 稲佐町、東山町、船

越町、名切町、白仁

田町 他 

全壊1棟、一部破損4

棟、床上浸水4棟、床下

浸水16棟 

－ 

令和元年 7月22日 台風5号 新上五島町、長崎

市、対馬市、佐世保

市 

床上浸水9棟、床下浸水

5棟 

軽傷者4名 

令和元年 8月27～30日 大雨 佐世保市、平戸市、

対馬市、佐々町、松

浦市 

一部損壊2棟、床上浸水

21棟、床下浸水66棟 － 

令和元年 9月23日 台風17号 雲仙市、諫早市、対

馬市 

一部損壊2棟、床上浸水

12棟、床下浸水31棟 

軽傷者3名 

令和2年 6月25、26日 大雨 佐世保市、松浦市、

新上五島町、佐々町 

床上浸水1棟、床下浸水

10棟、道路被害5箇所 
－ 

令和2年 7月26～30日 大雨 長崎市、対馬市、壱

岐市 

一部損壊1棟、床上浸水

4棟、床下浸水28棟 
－ 

令和2年 9月2～9日 台風9号・

10号 

（情報なし） 全壊8棟、一部損壊38

棟、床下浸水13棟 

重傷者2名、

軽傷者22名 

令和2年 9月12～14日 大雨 長崎市 一部損壊4棟 死者1名、 

軽傷者1名 

※過去 10 年以内（平成 24 年以降）に発生した災害のうち、住家の被害が 10 件以上、もしくは死亡者が発

生した災害。 

 

 

  

資料：長崎県 HP「長崎県総合防災ポータル：過去の災害」より抽出集計 
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２）土砂災害警戒区域等の指定状況 

・本県の土砂災害警戒区域の指定数は全国第３位、土砂災害特別警戒区域の指定数は全

国第２位で、全国的にみて指定数の多い県です。 

 

■土砂災害警戒区域等の指定状況（令和３年３月 31 日時点）（全国） 

 
 
 

 

  

うち土砂災害特
別警戒区域

うち土砂災害特
別警戒区域

1 広島県 47,691 45,070 25 福井県 11,727 10,448
2 島根県 32,219 18,404 26 岩手県 11,079 10,265
3 長崎県 32,079 29,751 27 千葉県 10,812 10,305
4 長野県 27,105 21,411 28 奈良県 10,810 9,832
5 山口県 25,661 23,839 29 神奈川県 10,414 6,342
6 大分県 23,606 21,742 30 北海道 9,783 6,752
7 鹿児島県 22,774 17,871 31 群馬県 9,060 8,078
8 熊本県 21,916 20,399 32 大阪府 8,368 7,773
9 和歌山県 21,863 20,280 33 宮城県 8,229 7,424
10 兵庫県 21,404 12,878 34 香川県 7,995 6,590
11 高知県 18,821 6,791 35 秋田県 7,988 5,900
12 福岡県 18,250 16,600 36 山梨県 7,238 6,024
13 静岡県 18,213 15,323 37 栃木県 7,231 6,479
14 愛知県 16,989 15,219 38 福島県 6,964 5,877
15 京都府 16,813 14,120 39 滋賀県 6,831 4,993
16 岐阜県 15,996 14,603 40 鳥取県 6,209 5,211
17 三重県 15,931 14,368 41 埼玉県 5,225 4,593
18 東京都 15,486 13,651 42 山形県 5,158 3,512
19 愛媛県 14,688 12,571 43 富山県 4,882 3,655
20 新潟県 14,116 8,978 44 石川県 4,583 3,590
21 宮崎県 13,948 11,712 45 青森県 4,042 3,321
22 佐賀県 12,815 11,618 46 茨城県 4,002 3,591
23 岡山県 12,660 9,533 47 沖縄県 1,183 456
24 徳島県 12,401 11,627 合計 663,258 549,370

土砂災害
警戒区域

順位 都道府県名
土砂災害
警戒区域

順位 都道府県名

資料：全国における土砂災害警戒区域等の指定状況（令和３年３月 31 日時点） 
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（６）カーボンニュートラル 

１）県内の二酸化炭素排出量の推移 

・平成 28～29 年度の二酸化炭素排出量は、他部門は減少又は横ばいの一方で、家庭部

門のみ 175.6 万 t-CO２から 185.1 万 t-CO2 に増加しています。 

 

■県内の二酸化炭素排出量の推移（長崎県） 

 

 

 

 

 

  

資料：第２次長崎県地球温暖化（気候変動）対策実行計画（令和２年３月） 
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（７）産業 

１）就業の状況 

・県内の就業者数は、平成 19 年度の 675 千人から減少し続け、平成 29 年度は 668

千人と、10 年間で約 7 千人（1.1％）減少しています。 

・産業別にみると、平成 29 年度までの 10 年間で第 3 次産業が約 9 千人（1.8％）増

加しましたが、第 1 次産業は約 7 千人（13.5％）、第 2 次産業は約 9 千人（6.2％）

減少しています。 

・有効求人倍率は、平成 21 年度から平成 30 年度まで増加していましたが、令和元年

度は 1.55 に低下しています。また、全国と有効求人倍率の差が拡大しています。 

 

■就業者数の推移（長崎県） 

 

 

 

■有効求人倍率の推移（長崎県、全国） 

 

 

  

資料：県民経済計算（長崎県） 

資料：長崎労働局 
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２）木材利用 

①取組状況 

・新ながさき農林業・農山村活性化計画では、民有林 218,000ha を維持しつつ、計画

的な路網整備、高性能林業機械の活用促進等により作業効率を向上させ、木材生産量を

160,000 ㎥/年（令和２年）から 260,000 ㎥/年（令和 12 年）にすることを目標と

しています。 

 

■林業構造の展望（令和１２年） 

 

 

  
資料：第３期ながさき農林業・農山村活性化計画（令和３年） 



 

- 25 - 

➁実績 

・平成 29 年度の間伐材および主伐材の生産量は 136,144 ㎥となっており、平成 24 年

度の 75,420 ㎥の約１．８倍となっています。 

・県内製材工場に流通している木材（A・B 材）は 26,856 ㎥となっており、平成 24 年

度の 14,133 ㎥の約１．９倍となっています。 

・一方で、県内木材市場に流通している木材（A・B 材）は 2,854 ㎥となっており、平

成 24 年度の 4,834 ㎥の約０．６倍となっています。 

 

■素材生産流通状況の比較（長崎県） 

 

  資料：長崎県の森林・林業（平成 30 年） 
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３）建設業事業所数・従業者数 

・2016 年の建設事業所数は 5,608 事業所、従業者数は 40,263 人で、2001 年以

降、減少傾向にあります。 

・建設業の事業所数及び従業者数は、全産業と比較して、大きく減少しながら推移してい

ます。 

 

■建設業事業所数・従業者数の推移（長崎県） 

 

 

 

 

■全産業及び建設業 事業所数・従業者数の推移（長崎県）（2001 年を 100 とした場合） 

 

 

 

  

資料：「地域建設産業のあり方に関する調査研究タスクフォース（長崎県）」 

報告書（一般財団法人 建設業情報管理センター） 

資料：「地域建設産業のあり方に関する調査研究タスクフォース（長崎県）」 

報告書（一般財団法人 建設業情報管理センター） 
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・建設業における 2016 年の従業者規模別事業所数は、「1～4 人」が 3,035 事業

所、「5～29 人」が 2,365 事業所となっています。 

・2001 年から 2016 年までの推移をみると、「1～4 人」は約 600 事業所の減少数であ

るのに対し、「5～29 人」は約 1,200 事業所の減少数となっており、減少幅が大きくな

っています。 

・5 歳階級別の就業者数の推移をみると、2005 年時点で就業者数が多い 50～59 歳

（2015 年時点の 60～69 歳）が、退職・離職により大きく減少しています。ま

た、２0～34 歳の若年層をみると、2015 年は 2005 年と比べ、就業者数が少なく

なっています。 

 

■建設業の従業者規模別事業所数の推移（長崎県） 

 

 

 

■建設業就業者数の年齢構成（長崎県） 

 
 

 

資料：「地域建設産業のあり方に関する調査研究タスクフォース（長崎県）」 

報告書（一般財団法人 建設業情報管理センター） 

資料：「地域建設産業のあり方に関する調査研究タスクフォース（長崎県）」 

報告書（一般財団法人 建設業情報管理センター） 
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（８）その他 

１）合計特殊出生率 

・合計特殊出生率は、全国より高い合計特殊出生率で推移し、令和元年時点では 1.66

（全国４位）となっています。 

・死亡数は、1986 年から増加傾向にあり、2002 年には出生数を上回って自然減に転

じています。 

 

■合計特殊出生率の推移（長崎県、全国） 

 
 

 

 

■出生数、死亡数の推移（長崎県） 

 

 

  

資料：長崎県長期人口ビジョン（H27 年 10 月） 

※合計特殊出生率：「15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの」で、一

人の女性がその年齢別出生率で一生の間に生むとしたときの子どもの数に相当する。 

資料：人口動態調査（厚生労働省） 
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２）所得の状況 

・平成 29 年度の県民所得は総額で 34,811 億円となっており、平成 27 年度から微増

しています。 

・一人当たりの県民所得は、平成 29 年度は 2,571 千円で全国 41 位となっており、国

民所得と約 600 千円の差があります。 

 

■県民所得の推移（長崎県） 

 
 

 

  

資料：長崎県総合計画 チェンジ＆チャレンジ 2025 
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２－３ 住宅事情 

（１）住宅ストックの状況 

１）本県の住宅ストックの特性 

・新耐震以前の経年した住宅の割合が全国 6 位と高くなっています。 

・公営借家の割合が全国 2 位と高くなっています。 

・省エネルギー対応の住宅の割合が全国 43 位と低くなっています。 

・居住世帯のある住宅のうち、平成 30 年における借家の割合は 34.2％となっていま

す。政令市がある都道府県を除き、その割合は全国 3 位であり、借家住まいの県民が

多いことが特徴です（次頁の住宅事情主要指標①参照）。 

 

■住まいの状況（長崎県）（全国を 1 とした場合の本県の割合を図化） 

  

 

 

 

  

0.0

0.5

1.0

1.5

F 高齢者住まい
の充足率
3.7％[4.1％] ㉘

A 空き家に占めるその他空き家率
57％[41％] ⑨

E 新耐震以前の
住宅率
30％[22％] ⑥

D 一定のバリアフリー化率 44％[42％] ⑰29％[41％] 38 位

C 省エネ対策率
17％[29％] ㊸

B 公営借家率
6.2%[3.6%] ②

※[ ]内は全国値、丸付き数値は 47 都道府県の中での順位。 

※A～E は H30 年時点、F は R1 年時点。           

資料：住宅・土地統計調査、令和元年介護サービス施設・事業所調査、       

令和元年社会福祉施設等調査、サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム 
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２）総住宅数 

・総住宅数は平成 25 年まで増加を続けてきましたが、平成 25 年～30 年にかけて、

660,100 戸から 659,500 戸に微減しています。居住世帯のある住宅数も同様、

557,800 戸から 557,700 戸に微減しています。 

・地域別総住宅数をみると、長崎・西彼地域は約 1 万戸、離島地域は約 4,000 戸、県央

地域は約 1,300 戸減少しています。 

 

■総住宅数および居住世帯のある住宅数の推移（長崎県） 

 

３）空き家の状況 

①本県の空き家の状況 

・平成 30 年の空き家数は 101,500 戸、空き家率は 15.4％となっています。平成 20

～25 年は約 1.3 万戸の増加に対し、平成 25～30 年は約 300 戸の微減となってい

ます。 

・平成 30 年の賃貸用の空き家の割合は 37.3％（全国 51.0％）、その他の空き家は

56.8％。（全国 41.1％。）となっています。その他の空き家の割合は、平成 15 年以

降、増加し続けています。 

 

■空き家数及び空き家率の推移（長崎県）           ■空き家内訳の推移（長崎県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

603,400 631,100 
660,100 659,500

530,400 543,900 557,800 557,700

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

H15 H20 H25 H30

（戸）

総住宅数 居住世帯のある住宅数

資料：住宅・土地統計調査（長崎県） 

64,500 

74,500 

88,800 

101,800 101,500

11.0 

12.3 

14.1 
15.4 15.4 

11.5 

12.2 
13.1 13.5 13.6 

0

4

8

12

16

20

24

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

H10 H15 H20 H25 H30

（％）（戸）

空き家数 空き家率（長崎県） 空き家率（全国）

4.6% 2.8% 3.6% 3.5%

45.0% 43.8% 41.9% 37.3%

3.0% 2.6% 2.2%
2.3%

47.5% 50.9% 52.3% 56.8%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｈ15 Ｈ20 Ｈ25 H30

二次的住宅 賃貸用の住宅 売却用の住宅 その他の住宅

資料：住宅・土地統計調査 

資料：住宅・土地統計調査（長崎県） 
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27,140 
35,880 39,520 39,150 

6,770 

12,030 
15,090 11,540 14,990 

20,870 
25,600 25,260 

2,280 

7,250 
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11.1%
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14.9%

17.4%
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16.1%

14.1%

17.8%
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空き家率（長崎県） 長崎・西彼地域 県央地域

県北地域 島原半島地域 離島地域

342,300 354,100 366,300 353,900 

42,300 38,300 37,100 34,200 

120,300 125,900 137,100 138,400 
18,200 14,500 

13,200 17,100 
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200,000

300,000

400,000

500,000
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（戸）

持家 公的借家 民営借家 給与住宅

②地域別の空き家の状況 

・地域別の空き家数をみると、島原半島地域は、平成 25 年～30 年にかけて増加してい

ますが、その他の地域は減少しています。 

・空き家率は、離島地域が他の地域より高い空き家率で推移しており、平成 30 年で

21.4％となっています。 

 

■地域別空き家数の比較（長崎県）           ■地域別空き家率の推移（長崎県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）居住世帯のある住宅の状況 

①住宅の所有関係 

・平成 25 年から平成 30 年に、持ち家数は 12,400 戸（約 3.4％）減少、公的借家数

は 2,900 戸（約 7.8％）減少しています。 

・一方、民営借家数は、平成 25 年と比べほぼ同程度（約 0.1％増加）、給与住宅数は

3900 戸（約 29.5％）増加しています。 

 

■所有関係別住宅数の推移（長崎県） 

 

 

 

 

 

 

 

  

※住宅・土地統計調査は抽出調査のため、調査対象となっていない町村がある。 

資料：住宅・土地統計調査（長崎県） 

資料：住宅・土地統計調査（長崎県） 
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➁住宅の建て方 

・一戸建ては、平成 20 年～25 年に増加しましたが、平成 25～30 年に再び減少に転

じ、357,700 戸となっています。 

・専用住宅の所有関係別建て方をみると、持ち家は一戸建てが 91％、民営借家は共同住

宅が 73％となっています。 

・高齢夫婦のいる世帯の約 88％が一戸建て住宅に住んでいる等、高齢者のいる世帯の大

多数は戸建て住宅に居住しています。但し、高齢単身世帯が共同住宅に居住する割合は

25.7％であり、他の高齢者がいる世帯より高い割合となっています。 

 

■建て方別の住宅数の推移（長崎県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■専用住宅の所有関係別建て方割合（H30 年）（長崎県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■高齢者世帯が居住する住宅の建て方割合（H30 年）（長崎県） 
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資料：住宅・土地統計調査（長崎県） 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢夫婦のみの世帯

高齢単身世帯

高齢夫婦のいる世帯

一戸建て 長屋建 共同住宅 その他

資料：住宅・土地統計調査（長崎県） 

資料：住宅・土地統計調査（長崎県） 

91%

1%

21%

8%

1%

10%

6%

6%

7%

89%

73%

85% 1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

持ち家

342,900戸

公的借家

34,100戸

民営借家

136,900戸

給与住宅

16,700戸

一戸建て 長屋建て 共同住宅 その他
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③住宅の建築時期 

・昭和 55 年以前（新耐震基準以前）に建設された住宅（住宅総数）の割合は、29.8％

となっています。 

・建て方別にみると、一戸建ての 37.1％、長屋建ての 39.3％が昭和 55 年以前（新耐

震基準以前）に建設された住宅であるのに対し、共同住宅については 14.0％で比較的

新しいストックが多い状況にあります。 

 

■住宅の建て方、建築時期別住宅の割合（H30 年）（長崎県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■昭和 55 年以前に建築された住宅の建て方、構造別の割合（H30 年）（長崎県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■昭和 55 年以前に建築された住宅の建て方、構造別の割合（H25 年）（長崎県） 

  

14.7%

2.7%

17.9%

18.6%

13.5%

17.6%

11.3%

21.4%

18.5%

16.3%

14.7%

17.6%

13.9%

17.1%

17.2%

11.8%

23.2%

11.0%

17.9%

19.4%

11.8%

21.0%

11.6%

12.2%

15.0%

2.9%

9.1%

7.5%

6.2%

7.2%

4.6%

3.5%

3.3%

3.7%

26.5%

10.4%

13.3%

6.2%

7.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

共同住宅

長屋建て

一戸建て

住宅総数

昭和45年以前 昭和46年～55年 昭和56年～平成2年 平成3年～12年

平成13年～22年 平成23年～27年 平成28年～30年9月 不詳

資料：住宅・土地統計調査（長崎県） 

資料：住宅・土地統計調査（長崎県） 

75.5%

59.7%

8.8%

36.8%

21.6%

15.6%

3.7%

26.3%

1.8%
24.7%

79.7%

31.6%

1.0%

7.8%

5.3%

0.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一戸建て

長屋建て

共同住宅

その他

木造 防火木造 鉄筋・鉄骨コンクリート造 鉄骨造 その他

資料：住宅・土地統計調査（長崎県） 



 

- 35 - 

1.1%

7.6%

17.4%

13.5%

23.3%

44.2%

51.0%

39.8%

75.6%

48.2%

31.6%

46.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

持ち家

公営の借家

民営借家

給与住宅

最低居住面積水準未満 最低以上～誘導居住面積水準以下

誘導居住面積水準以上

4.8%

4.0%

5.5%

5.7%

5.9%

51.6%

46.9%

35.9%

33.1%

33.6%

43.6%

49.1%

58.7%

61.2%

60.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H10

H15

H20

H25

H30

最低居住面積水準未満 最低以上～誘導居住面積水準以下

誘導居住面積水準以上

④住宅の面積規模 

・住宅の所有関係別に住戸面積をみると、統計上把握できない UR・公社の住宅を除い

て、全国より広くなっています。 

・住宅の建て方別にみると、共同住宅以外は全国より面積が狭くなっています。 

 
■所有関係別面積規模（延べ面積）（H30年）（長崎県）  ■建て方別面積規模（延べ面積）（H30年） 

（長崎県） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤居住面積水準の達成状況 

・最低居住面積水準未満の世帯は、平成 20 年から増加し続け、5.9％となっています。 

・誘導居住面積水準以上の世帯率は、平成 25 年まで増加していましたが、平成 30 年は

減少に転じ、60.4％となっています。 

・平成 30 年における所有関係別の居住面積水準の達成状況をみると、民営借家は最低居住

面積水準未満である割合が高く、17.4％となっています。 

・誘導居住面積水準以上は、持ち家で 75.6％、民営借家で 31.6％となっています。 

 

 

 

 

  

資料：住宅・土地統計調査（長崎県） 資料：住宅・土地統計調査（長崎県） 

121.3 

56.5 50.3 

135.3 
127.3 

63.3 
51.2 

139.3 

0㎡

20㎡

40㎡

60㎡

80㎡

100㎡

120㎡

140㎡

160㎡

一戸建て 長屋建て 共同住宅 その他

長崎県 全国

資料：住宅・土地統計調査 

97.2 

121.5 

50.5 55.2 55.9 

93.0 

119.9 

45.6 51.5 51.0 52.8 

0㎡

20㎡

40㎡

60㎡

80㎡

100㎡

120㎡

140㎡

住宅総数 持ち家 民営借家 公営の借家 UR・公社の住宅 給与住宅

長崎県 全国

資料：住宅・土地統計調査 

■居住面積水準達成状況の推移（長崎県） ■所有関係別の居住面積水準の達成状況 
（H30 年）（長崎県） 
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⑥住宅の耐震化の状況 

・平成 30 年の居住世帯のある住宅数 555,200 戸のうち、耐震性を満たす住宅が

473,462 戸（85.3％）、耐震性が不十分の住宅が 81,738 戸（14.7％）となってい

ます。 

・新耐震基準が求める耐震性を有する住宅ストックの割合は、平成 20 年は全国と８ポイ

ントの差がありましたが、平成 30 年は 1.7 ポイント差と差が小さくなっています。 

・昭和 55 年以前に建設された住宅の割合が 29.7％で、九州各県の中で最も高く、耐震

性の劣るストックが多い状況です。 

 

■住宅耐震化率の推移（長崎県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■九州各県と比較した耐震診断の有無の状況（H30 年） 

 

  

（単位：％）
建築時期 耐震改修

昭和55年以前住宅率
耐震診断をしたことがある

持家の割合
左記のうち耐震性が確保

されていた割合
耐震改修工事をした持家

の割合

全国 22.4% 9.1% 88.3% 1.8%

福岡県 21.9% 8.2% 93.3% 1.4%

佐賀県 28.0% 8.2% 91.9% 1.5%

長崎県 29.7% 4.4% 92.3% 1.4%

熊本県 25.9% 11.6% 88.2% 3.9%

大分県 29.3% 7.3% 91.6% 2.0%

宮崎県 28.4% 6.0% 94.0% 1.5%
鹿児島県 28.1% 5.7% 95.4% 1.4%

耐震診断

156,368 139,683
81,738

382,832 415,617 473,462

71.0%
74.8%

85.3%79.0%
82.0%

87.0%

50%
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戸
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非耐震住宅 耐震適合住宅 長崎県 全国

資料：住宅・土地統計調査をもとに算出 

資料：住宅・土地統計調査 



 

- 37 - 

⑦公営住宅の高齢化対応（バリアフリー化）の状況 

・県営住宅のバリアフリー化率は、平成 18 年以降増加し続け、令和 2 年で 56％となっ

ています。 

・市町公営住宅のバリアフリー対応戸数は、徐々に増加はしていますが、令和 2 年のバ

リアフリー化率は 27％と県営住宅より低い状況です。 

 

■県営住宅のバリアフリー化の推移（長崎県） 

 

 

 

■市町公営住宅のバリアフリー化の推移（長崎県） 
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非バリアフリー化 バリアフリー化戸数 バリアフリー化率

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化率戸 ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化率戸

資料：長崎県 

資料：長崎県 
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（２）低家賃賃貸住宅ストックの状況 

１）地域別の状況 

・県央地域、長崎・西彼地域において、借家に住む低額所得世帯に対する低額所得世帯向

け賃貸住宅の充足率が 50％未満と他地域より低くなっています。 

 
 

 

  

10,120 世帯
5,950 世帯
3,430 戸

57.6 %

島原半島地域
借家世帯総数
A.借家に住む低額所得世帯
B.低額所得世帯向け賃貸住宅
充足率(B/A)

Ａ.借家に住む低額所得世帯の割合 Ｂ.低額所得世帯向け賃貸住宅の割合

低額所

得世帯
59%

その他
41%

借家に
住む世帯

10,120  世帯

市営住宅
22%

低家賃民賃
12%

その他
66%

借家(借家
に住む世帯)

10,120  戸

11,230 世帯
5,120 世帯
4,193 戸

81.9 %

離島地域
借家世帯総数
A.借家に住む低額所得世帯
B.低額所得世帯向け賃貸住宅
充足率(B/A)

県営住宅
0% 市営住宅

20%

低家賃民賃
17%その他

63%

借家(借家に住
む世帯)

11,230  戸

低額所

得世帯
46%

その他
54%

借家に
住む世帯

11,230  世帯

Ａ.借家に住む低額所得世帯の割合 Ｂ.低額所得世帯向け賃貸住宅の割合

84,550 世帯
43,390 世帯
20,861 戸

48.1 %

⾧崎・西彼地域
借家世帯総数
A.借家に住む低額所得世帯
B.低額所得世帯向け賃貸住宅
充足率(B/A)

低額所

得世帯
51%

その他
49%

県営住宅
8%

市営住宅
13%

低家賃民賃
4%

その他
75%

借家に
住む世帯
84,550  世

借家(借家に
住む世帯)
84,550   戸

Ａ.借家に住む低額所得世帯の割合 Ｂ.低額所得世帯向け賃貸住宅の割合

44,840 世帯
21,290 世帯
13,900 戸

65.3 %

県北地域
借家世帯総数
A.借家に住む低額所得世帯
B.低額所得世帯向け賃貸住宅
充足率(B/A)

県営

住宅
8% 市営住宅

15%

低家賃民賃
8%

その他
69%

借家(借家に
住む世帯)
44,840  戸

低額所

得世帯
47%

その他
53%

借家に
住む世帯
44,840 世

Ａ.借家に住む低額所得世帯の割合 Ｂ.低額所得世帯向け賃貸住宅の割合

32,040 世帯
14,770 世帯
6,412 戸

43.4 %

県央地域
借家世帯総数
A.借家に住む低額所得世帯
B.低額所得世帯向け賃貸住宅
充足率(B/A)

低額所

得世帯
46%

その他
54%

県営住

宅
7%

市営住宅
9%

低家賃民賃
4%

その他
80%

借家に
住む世帯

32,040  世帯

借家(借家に
住む世帯)
32,040 戸

Ａ.借家に住む低額所得世帯の割合 Ｂ.低額所得世帯向け賃貸住宅の割合

■県央地域 
（諫早市・大村市・東彼杵町・川棚町・波佐見町） 

■県北地域 
（佐世保市・松浦市・平戸市・佐々町地域） 

 

■長崎・西彼地域 
（長崎市・西海市・時津町・長与町） 

■離島地域 
（壱岐市・対馬市・五島市・新上五島町・小値賀町） 

■島原半島地域 
（雲仙市・島原市・南島原市） 
 

A.借家に住む低額所得世帯の割合：住宅の所有の関係が「借家」かつ世帯の年間収入階級が 300 万円未満の普
通世帯数。 

B.低額所得世帯向け賃貸住宅の割合：県営住宅および市町営住宅の管理戸数と延べ床面積 30 ㎡以上・家賃が 3
万円未満の民営借家総数の合計。 

資料：住宅・土地統計調査（長崎県） 
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（３）公的賃貸住宅の状況 

１）公営借家の建設時期別ストック数 

・昭和 55 年以前に建設された公営借家は 30.0％であり、全国より低い割合となってい

ます。 

 

■建設時期別公営借家戸数の割合（H25 年）（長崎県、全国） 

 
資料：住宅・土地統計調査 

 

２）１住宅当たりの公営借家の広さ（室数・畳数・延べ面積） 

・公営借家の 1 住宅当たりの居住室数、畳数、延べ面積は、いずれも全国より高水準と

なっています。 

・一方、１人当たり居住室の畳数は、全国を下回っており、9.79 畳/人となっています。 

 

■公営借家の面積（H30 年）（長崎県、全国） 

 
１住宅当たり 

居住室数
（室） 

１住宅当たり 
居住室の畳数

（畳） 

１住宅当たり 
延べ面積
（㎡） 

１人当たり 
居住室の畳数

（畳） 

１室当たり 
人員（人） 

長崎県 3.48 20.95 55.20 9.79 0.61 

全国 3.32 20.07 51.48 10.49 0.58 

資料：住宅・土地統計調査 
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Ｓ45年以前 Ｓ46～Ｓ55 Ｓ56～Ｈ2 Ｈ3～Ｈ12 Ｈ13～Ｈ22 Ｈ23～Ｈ27 Ｈ28以降 不詳
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３）公営借家の居住水準 

・本県の公営借家の最低居住面積水準未満の割合は 7.6％であり、全国より低い割合とな

っています。また、誘導居住面積水準以上の住宅の割合は 48.2％であり、全国より高

い割合となっています。 

 

■公営借家の居住水準（H30 年）（長崎県、全国） 

 
資料：住宅・土地統計調査 

４）公的賃貸住宅ストックの状況 

・令和２年度末の県営住宅の管理戸数は 8４団地 12,316 戸、入居戸数は 10,634 戸

（入居率 86.3％）となっています。 

・その他の公的賃貸住宅のうち、市営住宅および町営住宅は 25,002 戸となっています。 

 

  ■県営住宅の状況（令和 3 年 3 月 31 日現在）（長崎県） 

地区名 団地数 管理戸数 入居世帯数 空住戸 
 

政策 その他 

長崎地区 36 団地 6,603 戸 5,772 戸 831 戸 205 戸 626 戸 

佐世保地区 27 団地 3,509 戸 2,999 戸 510 戸 81 戸 429 戸 

諫早地区 10 団地 1,554 戸 1,285 戸 269 戸 3 戸 266 戸 

大村地区 9 団地 556 戸 515 戸 41 戸 0 戸 41 戸 

西海地区 2 団地 94 戸 63 戸 31 戸 0 戸 31 戸 

合計 84 団地 12,316 戸 10,634 戸 1,682 戸 289 戸 1,393 戸 

 

  ■その他の公的賃貸住宅等の状況（長崎県） 

 市営住宅 

町営住宅 

都市再生

機構住宅 

県住宅公

社住宅 

特定優良賃

貸住宅 

セーフティ

ネット住宅 

住戸数 25,002 戸 77 戸 781 戸 25 戸 1244 戸 

  

7.6%

8.6%

44.2%

47.1%

48.2%

44.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

長崎県

全国

最低居住面積水準未満 最低居住面積水準以上～誘導居住面積水準未満 誘導居住面積水準以上
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２－４ 住宅市場の状況 

（１）新設住宅着工戸数の推移 

・新設住宅着工戸数は、平成 23 年以降、年間約 6,000 戸～8000 戸で推移していま

す。近年は減少傾向にあり、令和 2 年は 5,924 戸となっています。 

 

■新設住宅着工戸数の推移（長崎県） 

  

 

 

（２）既存住宅流通量の推移 

・平成 30 年の市場に流通している住宅のうち、既存住宅が占める割合は 21.8％となっ

ています。平成 15 年～25 年にかけて増加していましたが、平成 25 年～30 年で減

少に転じました。 

・全国は 14.5％であり、既存住宅が占める割合は減少したものの、全国より高い水準と

いえます。 

 

■既存住宅流通（長崎県、全国） 
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資料：建築統計年報 

■都道府県別既存住宅流通率（平成 30 年）  

……長崎県資料 

・H30 年既存住宅取得戸数（持ち家）Ａと、H30

年新設住宅着工戸数Ｂから、既存住宅流通シェ

ア（Ａ／（Ａ＋Ｂ）％）を算出。 

出典：既存住宅取得戸数･･･平成 30 年住宅・土地

統計調査（総務省）を国土交通省で独自集

計して算出 

※平成 30 年（1 月～9月）の入居戸数は

4/3 倍したもの。 
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（３）中古住宅取引の状況 

・本県における持ち家として取得した中古住宅数は 45,900 戸であり、そのうち 83.9％

が一戸建て・長屋建てとなっています。 

・建築時期別にみると、昭和 55 年以前に建設された住宅の割合が 36.6％となってお

り、全国の 33.0％より高い割合となっています。 
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資料：住宅・土地統計調査 資料：住宅・土地統計調査 

■持家として取得した中古住宅数（H30 年）

（長崎県） 
■建築時期別中古住宅の取得状況（H30 年）

（長崎県、全国） 
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（４）借家の家賃 

・借家の１ヶ月あたりの平均家賃は、全国が 55,695 円、福岡県が 48,429 円であるの

に対し、長崎県は 40,781 円と低くなっています。 

・所有関係別に１畳あたりの借家の家賃をみると、本県の専用住宅全体の家賃が 2,096

円となっており、全国の 3,074 円と比べて約 1,000 円低くなっています。 

 
■借家の 1 か月当たりの家賃の推移（長崎県、全国） 

 

 

 

 

■所有関係別の借家の家賃（H30 年）（長崎県、全国） 
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・長崎市、佐世保市の 1 畳当たりの平均家賃をみると、令和 2 年度の長崎市は 4,754

円であり、佐世保市の 3,610 円を約 1,100 円上回っています。 

・また、福岡市の平均家賃は令和 2 年度で 4,413 円であり、長崎市の方が約 300 円高

くなっています。 

 

■長崎市、佐世保市および福岡市の民営借家の 1畳当たり家賃 
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資料：小売物価統計調査（動向編） 
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（５）リフォーム工事の実施状況 

・持ち家の 31.4％が平成 26 年以降にリフォーム工事を実施しており、そのうち約９割

（持ち家総数に対する 27.8％）が木造・防火木造となっています。 

・長屋建てのリフォーム実施率（41.3％）は、平成 25 年～30 年にかけて 12.3％増加

しており、平成 20 年～25 年の 22.0%増加と比べ、緩やかになっています。 

・また、共同住宅のリフォーム実施率（26.8％）も、平成 25 年～30 年にかけて

10.6％増加しており、平成 20 年～25 年の 13.7％増加と比べ、緩やかになっていま

す。 

 

■リフォーム工事の実施状況（H30 年）（長崎県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■リフォーム工事の実施状況（H25 年）（長崎県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■リフォーム工事の実施状況（H20 年）（長崎県） 
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資料：住宅・土地統計調査（長崎県） 
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（６）高齢化対応（バリアフリー化）の状況 

・高齢者等のための設備は、全住宅の 51.5％に設置されており、全国の 50.9％と同程

度になっています。設置率は持ち家で 63.4％、借家で 32.5％となっており、借家で

低い割合となっています。 

・設備状況をみると、手すりを設置している割合は、持ち家で 55.0％、借家で 22.9％

となっており、他の設備と比べ、持ち家と借家の差が大きくなっています。 

 

■高齢者等のための設備のある住宅の推移（長崎県、全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■高齢者等のための設備状況（H30 年）（長崎県） ■高齢者等のための設備状況（H25 年） 
（長崎県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
資料：住宅・土地統計調査（長崎県） 

資料：住宅・土地統計調査 
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資料：住宅・土地統計調査（長崎県） 
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・一定のバリアフリー化率※は、全住宅および 65 歳以上の世帯員のいる住宅ともに、佐

賀県に次いで高い割合となっています。 

・65 歳以上の世帯員のいる世帯における高度のバリアフリー化率※は 10.1％で、佐賀

県、福岡県に次いで比較的高いものの、全国（11.3％）より低い割合となっています。 

 

■九州各県と比較したバリアフリー化の状況（H30 年） 

 

 
※一定のバリアフリー化：高齢者等のための設備等のうち、「２箇所以上の手すりの設置」「段差

のない屋内」のいずれかを有すること 

※高度のバリアフリー化：高齢者等のための設備等のうち、「２箇所以上の手すりの設置」「段差の

ない屋内」「廊下などが車いすで通行可能な幅」のいずれも有すること 

 

 

 

  

一定のバリアフリー化率 高度のバリアフリー化率 一定のバリアフリー化率 高度のバリアフリー化率

全国 34.6% 8.7% 42.4% 11.3%

福岡県 33.6% 8.1% 41.1% 10.3%

佐賀県 38.6% 8.9% 46.0% 10.9%

長崎県 35.5% 8.2% 43.7% 10.1%

熊本県 34.8% 8.1% 42.5% 10.0%

大分県 34.9% 8.2% 43.2% 9.9%

宮崎県 33.6% 7.2% 40.8% 9.0%

鹿児島県 34.6% 7.8% 40.9% 9.4%

＜全住宅＞ ＜65歳以上の世帯員のいる世帯＞

資料：住宅・土地統計調査（独自集計） 
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（７）省エネルギー対応の状況 

・二重サッシ又は複層ガラスの窓を設置している割合は、平成 25 年と比べて高くなって

おり、持ち家で 22.0％、借家で 8.1％となっています。 

・太陽熱を利用した温水器等、太陽光を利用した発電機器等は、借家ではほぼ設置されて

おらず、その割合はともに約１％となっています。 

・持ち家における太陽熱を利用した温水器等を設置している割合は、平成 25 年から 2.8

ポイント減少し、8.3％となっています。 

 

■省エネルギー設備等の状況（H30 年）（長崎県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■省エネルギー設備等の状況（H25 年）（長崎県） 
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資料：住宅・土地統計調査（長崎県） 

資料：住宅・土地統計調査（長崎県） 
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・二重以上のサッシ又は複層ガラスの窓がある住宅率は 17.2％であり、九州各県と比較

すると、鹿児島県、宮崎県に次いで低い割合となっています。 

・太陽熱を利用した温水機器等のある住宅率、太陽光を利用した発電機のある住宅率につ

いては、全国より高いものの、九州各県と比較すると中位以下となっています。 

 

■九州各県と比較した省エネルギー設備の状況（H30 年） 

 

  

全国

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

16.6% 8.1% 16.9%

8.3% 6.4% 16.7%

12.2% 7.9% 22.2%

10.6% 7.4% 20.6%

10.7% 9.5% 22.9%

8.3% 6.1% 17.2%

3.6% 4.2% 29.9%

4.3% 4.6% 18.5%

太陽熱を利用した温水機
器等のある住宅率

太陽光を利用した発電機
器のある住宅率

二重以上のサッシ又は複
層ガラスの窓がある住宅

率

資料：住宅・土地統計調査 
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２－５ 県民の住意識 

（１）住宅に関する総合評価 

・住宅に対する総合評価が、全国は増加しているのに対し、大きく低下しています。具

体的には、平成 25～30 年で、「満足」と「まあ満足」の割合の合計が全国は 2.1 ポ

イント増加（76.3％）しているのに対し、本県は 7.4 ポイント減少（68.9％）して

います。 

・借家における「満足」と「まあ満足」の割合の合計は、平成 25 年と比べ、16.0 ポイ

ント減少しています。 

  

■住宅に関する総合評価（H30 年、H25 年）（長崎県、全国） 
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資料：住生活総合調査 
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（２）住まいにおいて重要と思う項目 

 

■住宅に対する重要度（H30 年）（長崎県） 

 

 

 

 

■住宅に対する重要度の全国比較（Ｈ30 年）（長崎県、全国） 
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資料：住生活総合調査 

資料：住生活総合調査（長崎県） 

21.4 
20.1 

14.3 
11.1 

17.1 

6.3 

33.3 

11.8 

7.3 

13.6 

25.3 
23.4 

11.7 

18.3 

7.9 

11.4 

25.4 

18.7 

10.7 
9.7 

13.6 

7.1 

34.3 

10.9 9.1 
12.9 

33.7 

19.4 15.3 

26.7 

10.5 
11.6 

0

5

10

15

20

25

30

35

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯

（％）

長崎県（Ｈ30） 全国（Ｈ30）



 

- 52 - 

（３）居住環境に関する総合評価 

・居住環境に対する総合評価が、全国は微減しているのに対しより大きく低下していま

す。具体的には、平成 25～30 年で、「満足」と「まあ満足」の割合の合計が全国は

0.5 ポイント減少（71.5％）に留まっているのに対し、本県は 5.8 ポイント減少

（66.6％）しています。 

 

■居住環境に関する総合評価（H30 年、H25 年）（長崎県、全国） 
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（４）居住環境について重要と思う項目 

・居住環境において重要と思う項目は、「日常の買物などの利便」が 29.8％と最も高

く、次いで「治安」が 28.5%となっています。 

・全国と比較すると、「福祉・介護の生活支援サービス」や「子どもの遊び場、子育て支

援サービス」を重要と思う割合が高くなっています。 

 

■居住環境に対する重要度（H30 年）（長崎県） 
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■居住環境に対する重要度の全国比較（H30 年）（長崎県、全国） 
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（５）住み替え・改善の意向 

・今後又は将来の住み替え・改善意向は、「住み替え・改善は考えていない」が 6１.２％

と最も多く、「建て替えたい、リフォームしたい」が 15.２％、「住み替えたい」が 14.

１％と続いています。 

・本県の「できれば住み続けたい」の割合は、全国（60.4％）より高い 64.3％となっ

ています。平成 25 年も同様の傾向があり、県民の現住地での継続居住意向が高い結果

となっています。 

 

■住み替え・改善意向（H30）（長崎県、全国） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■住み替え意向の推移（長崎県、全国） 
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（６）若い世代に対する県の魅力の有無 

・若い世代にとって魅力的なまちかどうかについて、「どちらかといえば思わない」と

「思わない」の合計が 77.4％となっています。 

・魅力的なまちとは思わない理由は「魅力的な勤め先がない」が 61.7％と最も高くな

っています。 

 
■若い世代にとって魅力的な“まち”か（長崎県） 

 

 

 

 

■魅力的なまちとは思わない理由（長崎県） 

 

 

 

  

資料：長崎売県総合計画チェンジ＆チャレンジ 2025 

資料：長崎売県総合計画チェンジ＆チャレンジ 2025 
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２－６ 成果指標の達成状況と評価 

（１）成果指標の達成状況 

Ⅰ.災害に強く、安全・快適に暮らせる住生活の実現 

成果指標 策定時 
［参考］※ 

中間目標値 
現状 目標値 

住宅の耐震化率 
H25 H30 H30 R7 

74.8％ 84.9％ 85.3％ 95.0％ 

住宅のバリアフリー化率 
Ｈ25 H30 H30 R7 

42％ 58.5％ 56.3％ 75％ 

県内の市町営住宅のバリアフリー

化率 

H27 R2 R2 R7 

25.6％ 29.3％ 27.1％ 33％ 

県営住宅のバリアフリー化率 
H27 R2 R2 R7 

50％ 55％ 55.5％ 60％ 

 

Ⅱ.若年・子育て世帯や高齢者等が安心して暮らせる住生活の実現 

成果指標 策定時 
［参考］※ 

中間目標値 
現状 目標値 

最低居住面積水準未満の世帯率 
Ｈ25 H30 H30 R7 

5.7％ - 5.9％ 早期に解消 

18 歳未満のいる子育て世帯の誘導

居住面積水準達成率 

Ｈ25 H30 H30 R7 

38.8％ 44.4% 38.5％ 50％ 

高齢者人口に対する高齢者向け住

宅の割合 

H27 R2 R2 R7 

3.1％ 3.6% 3.4％ 4.0％ 

 

Ⅲ.良質な住宅ストックの形成と次世代への承継 

成果指標 策定時 
［参考］※ 

中間目標値 
現状 目標値 

新築住宅に占める認定長期優良住

宅の割合 

H27 R2 R2 R7 

13.2％ 16.6％ 13.3％ 20.0％ 

既存住宅流通量に占める既存住宅

売買瑕疵保険に加入した住宅数 

H26 R2 R2 R7 

29 件 165 件 281 件 300 件 

新築を含む全流通戸数に占める既

存住宅の流通戸数 

H25 H30 H30 R7 

2,000 戸 2,500 戸 1,875 戸 3,000 戸 

居住あり住宅のうち増改築、修繕又

は模様替えのいずれかを実施した

住宅の割合 

H25 H30 H30 R7 

4.2％ 5.6% 4.0％ 7.0％ 

 

Ⅳ.急増する空き家の適正管理と利活用の促進 

成果指標 策定時 
［参考］※ 

中間目標値 
現状 目標値 

空家等対策計画を策定した市町数 
H27 R2 R2 R7 

1 市町 9 市町 15 市町 17 市町 

賃貸・売却用等以外の「その他空き

家」数 

H25 H30 H30 R7 

53.2 千戸 60.6 千戸 57.7 千戸 
68 千戸程

度に抑える 

※ 住宅・土地統計調査及び住生活総合調査で把握する指標は、調査時点の平成 30 年を中間時点とし、そ

の他はＲ2 年度を中間時点とする。 
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Ⅴ.長崎らしさを実感できる豊かな居住環境の形成 

成果指標 策定時 
［参考］※ 

中間目標値 
現状 目標値 

景観計画策定市町数 
H26 R2 R2 R2 

9 市町 13％ 16 市町 17 市町 

居住環境の総合満足度 
H25 H30 H30 R7 

72.4％ 73.7％ 66.5％ 75％ 

離島地域における登録空家数 
H28 Ｒ2 R2 R7 

68 戸 84 戸 102 戸 100 戸 

 

（２）成果指標の達成状況と今後の課題 

成果指標の達成状況については、目標値に対する現状値により進捗率を算定し、評価しま

す。 

（S:目標値を達成 A:良好な達成率（中間目標値を達成） B:向上しているがやや進捗が悪い C:進捗が悪い） 

Ⅰ.災害に強く、安全・快適に暮らせる住生活の実現 

成果指標 評価 

住宅の耐震化率※1 A 
順調に進んでおり、引き続き施策の推進を図る

必要がある。 

住宅のバリアフリー化率 B 
バリアフリー化率は上昇しているが、目標の達

成には、さらなる促進を図る必要がある。 

県内の市町営住宅のバリアフリ

ー化率 
B 

バリアフリー化は徐々に進みつつあるものの、

目標の達成には一層の促進を図る必要がある。 

県営住宅のバリアフリー化率 A 
順調に進んでおり、引き続き施策の推進を図る

必要がある 

 

Ⅱ.若年・子育て世帯や高齢者等が安心して暮らせる住生活の実現 

成果指標 評価 

最低居住面積水準未満の世帯率 C 

最低居住面積水準未満の世帯率は上昇。市場で

流通するファミリー世帯向けの賃貸住宅が増

えていないためと考えられる。 

18 歳未満のいる子育て世帯の

誘導居住面積水準達成率 
C 

誘導居住面積水準達成率はやや低下。市場で流

通するファミリー世帯向けの賃貸住宅が増え

ていないためと考えられる。 

高齢者人口に対する高齢者向け

住宅の割合 
B 

高齢者向け住宅の割合は上昇しているが、目標

の達成には、さらなる促進を図る必要がある。 

 

Ⅲ.良質な住宅ストックの形成と次世代への承継 

成果指標 評価 

新築住宅に占める認定長期優良

住宅の割合 
C 

認定長期優良住宅の割合はほぼ横ばいで推移。

中小事業者の制度活用が進んでいないためと

考えられる。 

既存住宅流通量に占める既存住

宅売買瑕疵保険に加入した住宅

数 

A 
中間目標を上回るペースで増加しており、早期

に目標を概ね達成する見込み。 

新築を含む全流通戸数に占める

既存住宅の流通戸数 
C 

流通戸数は減少。消費者には、性能や改修履歴

が不明な中古住宅を選ぶことへの不安がある

ためと考えられる。 
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居住あり住宅のうち増改築、修

繕又は模様替えのいずれかを実

施した住宅の割合 

C 

増改築、改修等を実施した住宅の割合はやや低

下。特に、昭和 40 年代後半～平成初期の住宅

における増改築等の実施率が低下している。 

 

Ⅳ.急増する空き家の適正管理と利活用の促進 

成果指標 評価 

空家等対策計画を策定した市町

数 
A 当初の目標より早く、近年中に達成見込み。 

賃貸・売却用等以外の「その他空

き家」数 
A 

目標のペースより、その他空き家数の増加が抑

制されている。引き続き、空き家の増加抑制の

ための施策の推進を図る必要がある。 

 

Ⅴ.長崎らしさを実感できる豊かな居住環境の形成 

成果指標 評価 

景観計画策定市町数 A 
中間目標を上回るペースで増加しており、早

期に目標を概ね達成する見込み。 

居住環境の総合満足度 C 

居住環境に関して重要とされる項目が「日常

の買い物などの利便」や「治安」であり、満足

度の向上につながる住宅施策が限られるため

と考えられる。 

離島地域における登録空家数 A 

中間目標を上回るペースで増加しており、目

標を達成。引き続き、県内全域において活用可

能な空き家の増加に向けた施策の推進を図る

必要がある。 
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第３章 ⾧崎県の住宅政策に係る課題 

３－１ 上位計画及び法制度の動向 

住宅政策に係る課題を検討する上で、留意すべき上位計画及び主要な住宅政策関連法制度の

動向を整理します。 

 

（１）上位計画の動向 

上位計画として、「住生活基本計画（全国計画）」、本県の基幹的な政策計画である「長崎県

総合計画チェンジ＆チャレンジ 2025」、そして「第２期長崎県まち・ひと・しごと創生総合

戦略」の動向を示します。 

 

■上位計画の動向 

上位計画 改訂のポイント 

住生活基本

計画（全国

計画）【Ｒ３

～12 年度】 

 

・計画を構成する 3 つの視点が、「居住者」、「住宅ストック」、「産業・地

域」から「社会環境の変化」、「居住者・コミュニティ」、「住宅ストッ

ク・産業」に変更された。 

・社会環境の変化の視点より、目標１「新たな日常、DX の推進等」およ

び目標２「頻発・激甚化する災害に対する安全な住宅・住宅地の形成

等」が位置付けられた。また、住宅ストック・産業に係る目標６とし

て、脱炭素社会の実現に関する目標が位置付けられた。 

＊具体的な内容は４－１節参照のこと。 

長崎県総合

計画チェン

ジ＆チャレ

ンジ 2025

【Ｒ３～７

年度】 

・ 「人・産業・地域を結び、新たな時代を生き抜く力強い長崎県づくり」を

基本理念として、次のような３つの柱に基づく基本戦略と７つの政策横断

プロジェクトが位置付けられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 期長崎

県まち・ひ

と・しごと

創生総合戦

略【Ｒ２～

７】年度】 

・第１期総合戦略の実績や課題の検証を通して、「ひと」の県内定着や移住

対策の強化、合計特殊出生率の上昇等になお一層重点的に取組み、人口

減少の抑制につながる産業の振興対策に力を入れる観点から、以下の目

標１～３の実現を目指した。 

目標１：地域で活躍する人材を育て、未来を切り拓く 

 目標２：力強い産業を育て、魅力あるしごとを生み出す 

目標３：夢や希望のあるまち、持続可能な地域を創る 

■３つの柱に基づく基本戦略            ■政策横断プロジェクト 

柱１．地域で活躍する人材を育て、未来を切り拓く 
1-1 若者の県内定着、地域で活躍する人材の育成を図る 
1-2 移住対策の充実、関係人口の幅広い活用を推進する 
1-3 長崎県の未来を創る子ども、郷土を愛する人を育てる 
1-4 みんなで支えあう地域を創る 

柱２.力強い産業を育て、魅力あるしごとを生み出す 
2-1 新しい時代に対応した力強い産業を育てる 
2-2 交流人口を拡大し、海外の活力を取り込む 
2-3 環境変化に対応し、一次産業を活性化する 

柱３. 夢や希望のあるまち、持続可能な地域を創る 
3-1人口減少に対応できる持続可能な地域を創る  
3-2地域の特徴や資源を活かし、夢や希望の持てるまちを創る 
3-3安全安心で快適な地域を創る 
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（２）主要な住宅政策関連法制度の改正動向 

国の主要な住宅政策関連法制度の改正に関する近年の動向を示します。 

 

■主要な住宅政策関連法制度の改正動向 

住宅政策 

関連法制度 
法制度改正のポイント 

住宅セーフティネット法 

（住宅確保要配慮者に対す

る賃貸住宅の供給の促進に

関する法律） 

【平成 29 年 10 月 25 日

施行】 

○登録制度の創設 

・空き家等を住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅として

賃貸人が都道府県・政令市・中核市に登録可能。 

・入居者を住宅確保要配慮者に限定した登録住宅（専用住宅）に対

し、改修費補助や家賃低廉化補助、家賃債務保証料低廉化補助を

実施。 

○住宅確保要配慮者の入居円滑化に関する措置 

・居住支援協議会および居住支援法人の取組に対し、国が補助を

実施。 

・生活保護受給者の住宅扶助等について、代理納付を推進。 

建築物省エネ法 

（建築物のエネルギー消費

性能の向上に関する法律） 

【令和 3 年４月１日施

行】 

○戸建て住宅等に対する措置 

・小規模（300 ㎡未満）の住宅について、説明義務化（建築士

から建築主に書面で省エネ基準への適否等の説明を行うこ

と）。 

・住宅トップランナー制度（大手住宅事業者を対象に省エネ基準

を上回る基準の達成を誘導する制度）への適合対象に、注文戸

建て住宅や賃貸アパートを追加。 

・誘導基準への適合率が８割を超えた時点で、省エネ基準を

ZEH 基準（BEI=0,8）に引き上げ（遅くとも R12 年度） 

※なお、令和４年度以降、次頁の表に示すような制度改正等が予定

されている。 

マンション管理適正化法 

（マンションの管理の適正

化の推進に関する法律） 

マンション建替円滑化法 

（マンションの建替え等の

円滑化に関する法律） 

【令和２年 6 月 24 日公

布／令和４年４月１日全面

施行】 

○マンション管理の適正化の推進 

・国の基本方針に基づき、地方公共団体は管理適正化の推進のた

めの計画を策定（任意）。一定の基準を満たすマンションの管

理計画を認定することが可能。 

・管理の適正化のために必要に応じて助言及び指導を行い、管理

組合の管理・運営が著しく不適切である場合は勧告が可能。 

○マンション再生の円滑化の推進 

・除却の必要性に係る認定対象を拡充（外壁の剥落等により危害

を生ずる恐れがある、バリアフリー性能が確保されていない

等）。 

・要除却認定を受けた老朽化マンションを含む団地において、敷

地共有者の４／５以上の同意によりマンション敷地の分割を可

能とする制度を創設。 
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改正公共建築物等木材利用

促進法 

（脱炭素社会の実現に資す

る等のための建築物等にお

ける木材の利用の促進に関

する法律） 

【令和３年 10 月１日施

行】 

○法律の題名の見直し 

・平成 22 年に制定された「公共建築物等における木材の利用の

促進に関する法律」が「脱炭素社会の実現に資する等のための

建築物等における木材の利用の促進に関する法律」に改められ

た。 

○目的、対象範囲の見直し 

・脱炭素社会の実現に資する旨を明示し、木材利用の促進に関す

る基本理念を新設。 

・基本方針（第 10 条）等の対象を公共建築物から建築物一般へ

拡大。建築物における木材利用を進めていくため、国又は地方

公共団体と事業者等が建築物木材利用促進協定を締結できると

いう仕組みを設け、国又は地方公共団体は協定締結事業者等に

対して必要な支援を行う。 

 

（参考）令和４年度以降の省エネ対策に関する制度改正等の主なスケジュール 

年度 住宅 建築物 

R4 ・補助制度における省エネ基準適合

の要件化 

・建築物省エネ法における誘導基準

引き上げ（BEI=0.8） 

・補助制度における省エネ基準適合の要

件化 

・建築部省エネ法における誘導基準引き

上げ（BEI=0.6 又は 0.7） 

R6 ・新築住宅の販売・賃貸時の省エネ

性能表示 

・新築建築物の省エネ性能表示 

・大規模建築物の省エネ基準引き上げ

（BEI＝0.8 程度） 

R7 ・新築住宅の省エネ基準への適合義

務化 

・住宅トップランナー基準の見直し

（施行目標は R9 年度） 

・小規模建築物の省エネ基準への適合義

務化 

R9  ・中規模建築物の省エネ基準引き上げ

（BEI=0.8 程度） 

— 

（未定） 

・誘導基準への適合率が８割を超え

た時点で、省エネ基準を ZEH 基

準（BEI=0,8）に引き上げ（遅く

とも R12 年度） 

・中大規模建築物について、誘導基準へ

の適合率が８割を超えた時点で、省エ

ネ基準を ZEB 基準（BEI=0.6 又は

0.7）に引き上げ。小規模建築物は BEI

＝0.8 程度に引き上げ（遅くとも R12

年度） 

 

３－２ 住宅政策に係る課題 

第２章の住宅・居住環境をめぐる状況、そして前節の上位計画及び主要な住宅政策関連法制

度の改正動向を踏まえつつ、住宅政策に係る課題を示します。 

 

課題１：人口・世帯減少への対応 

・近年、本県の人口減少は加速しているとともに、世帯数も減少に転じました。人口減少へ

の対応は「長崎県総合計画チェンジ＆チャレンジ 2025」や「第 2 期長崎県まち・ひ

と・しごと創生総合戦略」においても主要課題として位置付けられ、様々な施策が展開さ

れています。住まいは生活の基盤であり、県民が安心して住生活を営めるようにするこ
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と、そして県外に居住する人々の移住等の促進を図り、人口回復につなげられるよう、住

環境を通じた子育て支援や、住生活分野の取組を強化していくことが求められます。 

 

課題２：地域の持続に向けた取組の強化 

・平成 2 年以降、県央地域以外の人口は減少しており、特に、離島地域や島原半島地域は

顕著です。また、高度成長期に整備されたニュータウンでの著しい少子・高齢化、農村・

漁村集落の持続に関する懸念が高まっている等、よりミクロなエリア間での人口減少や少

子・高齢化等の地域活力に関する差異が大きくなっている状況にあります。一方で、本県

は個性と魅力に富む県土が形成されています。地域の産業振興等、働くことに関する魅力

を高めるとともに、地域の特性を活かした住まいの整備や生活利便性の向上を図ることが

重要です。また、地域における住生活関連産業やまちづくりの担い手の育成も課題です。 

 

課題３：移住・二地域居住への関心の高まりの活用 

・コロナ禍を契機として、生活様式や働き方の変化とともに地方移住や二地域居住への関心

が高まっています。豊かな自然や景観、文化を有している本県にとってはチャンスであ

り、既に進めている施策を土台として、移住や二地域居住の促進、関係人口の増加に向け

た取組を一層強化していくことが求められます。 

 

課題４：甚大な自然災害への対応 

・本県では大きな被害をもたらすような大雨・台風が頻発すること等より、自然災害への備

えが特に重要な県です。これまでも、発災時の住まいの応急修理、応急仮設住宅の整備

等、様々な取組を進めてきました。今後は一層、ハード・ソフト面の防災への備えを充実

していくとともに、災害リスクの高い地域における住宅立地の抑制等の対策を検討してい

くことが求められます。 

 

課題５：住宅セーフティネットの強化 

・平成 25 年、長崎県居住支援協議会が設立されました。また、平成 29 年に改正された住

宅セーフティネット法を受けて、３つの居住支援法人が登録する等、徐々に住宅セーフテ

ィネットに関する取組は拡大しています。一方で、全国的に見ると借家に住む低額所得者

が多い、借家に住む高齢単身世帯・高齢夫婦世帯が多い等の状況にあり、住宅確保要配慮

者の住生活の安定は重要です。住宅セーフティネットの根幹となる県営・市町営住宅の適

切な整備・維持管理とともに、住宅セーフティネット住宅や居住支援法人の登録の増加に

向けて、取組を強化していくことが求められます。 

 

課題６：住宅ストックと居住環境の質の向上 

・本県においては、新耐震以前の経年した住宅が多い等、質の低い住宅ストックが少なくあ

りません。また、住宅・土地統計調査における居住環境に関する総合評価が低下する等、

住まいを取り巻く生活環境の向上も課題となっています。新築住宅や既存ストックの質の

向上にとどまらず、安全性の確保や生活利便性・交通利便性の向上等、「まち」のレベル

アップを図ることが求められます。 
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課題７：脱炭素社会の構築への貢献 

・2020 年 10 月、国は脱炭素社会の構築に向けて大きく舵を切り、2050 年カーボンニ

ュートラル（温暖化ガス排出量実質ゼロ）目標を打ち出しました。一方、本県の二酸化炭

素排出量は、他部門は減少しているのに対し家庭部門のみ増加しています（平成 28～

29 年度実績）。カーボンニュートラルの実現には、住まいの脱炭素化がポイントの一つ

であり、二酸化炭素の排出抑制に寄与する住まいづくり、まちづくりを加速していく必要

があります。 

 

課題８：健康で長生きできる住まい・まちづくり 

・住宅の断熱化・気密化は脱炭素社会の構築の実現の鍵を握るだけではなく、ヒートショッ

ク・熱中症の予防や低体温症の回避等、人間の健康面に好影響を及ぼすことが明らかにな

っています。本県の住宅ストックの省エネルギー性能は高いと言えない状況にあります

が、県民が健康に長生きできるよう、住宅の断熱化・気密化の推進とともに、地域におけ

る交流拠点の整備や交流機会の創出等、高齢者等も外出しやすい環境整備を進めていくこ

とが重要です。 

 

課題９：木造住宅の振興 

・令和３年、改正公共建築物等木材利用促進法（脱炭素社会の実現に資する等のための建築

物等における木材の利用の促進に関する法律）が施行され、基本方針（第 10 条）等の対

象が公共建築物から建築物一般へ拡大されています。カーボンニュートラルの実現、地域

産木材の活用による関連産業の活性化、山林地等の安定的持続等の観点からも、木造住宅

の振興に取り組んでいくことが求められます。 

 

課題 10：空き家の適正管理及び利活用の促進 

・総空き家数については、平成 20～25 年は約 1.3 万戸の増加に対し、平成 25～30 年は

約 300 戸の微減となっているものの、売却用・賃貸用の空き家以外の「その他の住宅

（非流通空き家）」の占める割合が全国より高い状況にある等、空き家の適正管理と利活

用に関する対策を継続的に講じていくことが求められます。 

 

課題 11：マンション管理の適正化の推進 

・令和３年、マンション管理適正化法が改正され、地方公共団体はマンション管理適正化推

進計画の策定ができることとなりました（作成主体は市で、町村は県）。あわせて、一定

の基準を満たすマンションの認定制度、管理組合の管理・運営が著しく不適切である場合

の勧告等、様々な支援措置が位置付けられました。本県では、区分所有法に基づくマンシ

ョンは戸建て住宅と比べて多くないものの、今後、円滑な管理を行えない管理組合の発生

や高経年マンションの増加が見込まれます。マンション管理適正化推進計画の策定ととと

もに、県下のマンションの管理の適正化を推進していくことが求められます。 
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第４章 住宅政策に係る基本的な方針 

４－１ 改訂の方針 

次のような方針で計画の改訂を行います。 

 

（１）住生活基本計画（全国計画）の概要 

令和３年度計画は、住生活基本法の基本理念を踏まえ、「３つの視点」および「８つの目

標」が令和の新たな時代における住宅政策の目標として示されています。 

平成 28 年計画と比較した主な特徴は、以下のとおりとなっています。 

 

①３つの視点の変更 

・平成 28 年計画は、「居住者」、「住宅ストック」、「産業・地域」の３つの視点で構成され

ていますが、令和３年計画では「社会環境の変化」、「居住者・コミュニティ」、「住宅スト

ック・産業」に変更されています。 

・これは、気候変動問題、多様な住まい方・新しい住まい方、新技術の活用・DX の進展等

への対応が喫緊の課題のため、「地域」に代えて「社会環境への変化」が第一の視点とし

て強調されたものと考えられます。 

 

➁「社会環境の変化の視点」に新たな目標１と目標２が位置付けられたこと 

・平成 28 年計画にはなかった、目標１「「新たな日常」や DX の進展等に対応した新しい

住まい方の実現」と目標２「頻発・激甚化する災害新ステージにおける安全な住宅・住宅

地の形成と被災者の住まいの確保」が位置付けられたことも特徴といえます。 

・目標１は、「新型コロナウイルス感染症の感染拡大」を契機とした「新しい生活様式（ニ

ューノーマル）」への対応のため、居住の場の多様化や新技術（デジタル化）の進展に関

する施策が重視された結果と考えられます。 

・目標２は、近年、自然災害が頻発・激甚化していること等に対応する目標といえます。 

 

③脱炭素社会の実現に関する目標が目標６に位置付けられたこと 

・平成 28 年計画までは、基本的な施策として省エネルギー性能に関する取組が位置付けられて

いましたが、脱炭素社会というキーワードが目標に位置付けられたのは今回が初めてです。 

・これは、我が国が令和２年 10 月に 2050 年カーボンニュートラルおよび脱炭素社会の

実現を宣言し、国家的対策が急務となっていることをふまえたものといえます。 

 

④地域に係る基本的な施策は、各目標に分散 

・平成 28 年計画の地域に係わる目標といえる「目標８ 住宅地の魅力の維持・向上」に位

置付けられていた基本的な施策が、目標３「子どもを産み育てやすい住まいの実現」、目

標４「多様な世代が支え合い、高齢者等が健康で安心して暮らせるコミュニティの形成と

まちづくり」等に分散されています。 
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■住生活基本計画（全国計画）の平成 28 年計画と令和 3 年計画の対応関係 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

  

①「居住者からの視点」 

目標１：結婚・出産を希望する若年

世帯・子育て世帯が安心し

て暮らせる住生活の実現 

目標２：高齢者が自立して暮らすこ

とができる住生活の実現 

目標３：住宅の確保に特に配慮を要

する者の居住の安定の確保 

②「住宅ストックからの視点」 

目標４：住宅すごろくを超える新た

な住宅循環システムの構築 

目標５：建替えやリフォームによる

安全で質の高い住宅の更新 

目標６：急増する空き家の活用・除

却の推進 

③「産業・地域からの視点」 

目標７ 

強い経済の実現に貢献する住宅関

連産業の成長 

目標８ 

住宅地の魅力の維持・向上 

①「社会環境の変化」の視点」 
 

目標１： 「新たな日常」や DXの進

展等に対応した新しい住

まい方の実現 

目標２：頻発・激甚化する災害新

ステージにおける安全な

住宅・住宅地の形成と被

災者の住まいの確保 

②「居住者・コミュニティ」の視点 

目標３：子どもを産み育てやすい住

まいの実現 

目標４：多様な世代が支え合い、高

齢者等が健康で安心して暮

らせるコミュニティの形成

とまちづくり 

目標５：住宅確保要配慮者が安心し

て暮らせるセーフティネッ

ト機能の整備 

③「住宅ストック・産業」の視点 

目標６：脱炭素社会に向けた住宅循

環システムの構築と良質な

住宅ストックの形成 

目標７：空き家の状況に応じた適切

な管理・除却・利活用の一

体的推進 

目標８：居住者の利便性や豊かさを

向上させる住生活産業の発

展 

①３つの視点の変更 

平成 28 年計画 令和３年計画 

④地域に係る基本的な施策は、

各目標に分散 

➁「社会環境の変化の視点」に新たな

目標１と目標２が位置付けられた 

③脱炭素社会の実現が目標６に

位置付けられた 
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（２）改訂の考え方 

住生活基本計画（全国計画）、上位計画、その他本県の特性を踏まえ、３つの改訂の考え方

を示します。前回計画の基本理念と３つの視点は引き継ぎつつも、全国計画で新たに位置付け

られた「脱炭素社会の実現」、「ＤＸの活用推進」、「新たな日常への対応」を重点化する視点と

して織り込みました。 

 

■現計画の視点等 

 
 

考え方１：改訂する計画の視点及び基本目標は、現計画を引き継いで長崎らしい

「地域」からの視点を前面に打ち出す 

・住生活基本法において、県計画は「全国計画に即して」定めることとされており、全国計

画と基本的な考え方において整合性が図られている必要があります。 

・平成 28 年の全国計画の３つの視点は、居住者、住宅ストック、産業・地域でしたが、令

和３年では、社会環境の変化、居住者・コミュニティ、住宅ストック・産業に変更されて

います。これは、気候変動問題、多様な住まい方・新しい住まい方等への対応が喫緊の課

題のため、「地域」よりも「社会環境への変化」が強調された結果といえます。 

≪基本目標≫ 
Ⅲ 良質な住宅ストックの形

成と次世代への承継 

Ⅳ 急増する空き家等の適
正管理と利活用の推進 

≪基本目標≫ 
Ⅰ 災害に強く、安全・快適

に暮らせる住生活の実現 

Ⅱ 若年・子育て世帯や高
齢者等が安心して暮らせ
る住生活の実現 

≪基本目標≫ 
Ⅴ 長崎らしさを実感できる

豊かな居住環境の形成 

県住生活基本計画（改訂） 

③産業・地域からの視点 

②住宅ストックからの視点 

①県民からの視点 

≪新たに重点化する視点≫ 
○「災害の頻発・激甚化」に対する

防災対策の強化 
○「脱炭素社会の実現」に対応す

る住宅の普及 
○健康で長生きできる住宅整備の

促進 

≪新たに重点化する視点≫ 
○既存住宅の流通・リフォームに

関する民間事業者との連携 
○良質な住宅ストックの普及に

向けた民間事業者の誘導・ 
○空き家の適切な維持管理や

利活用拡大、危険空き家除却
の促進（ＤＸの活用推進） 

≪新たに重点化する視点≫ 
○地域の魅力を活かした移住や

二地域居住等に向けた住宅の
確保（新たな日常への対応） 

○地域産木材の活用等による地
域の住宅関連産業・生産体制
等の充実化 

○地域に密着した大工・工務店
等の担い手の育成 

県住生活基本計画(H29.3) 

基本理念：住みたい・住める・

住み続けられる長崎県 
基本理念：住みたい・住める・住み続けられる長崎県 

≪基本目標≫ 
Ⅲ 良質な住宅ストックの形

成と次世代への承継 

Ⅳ 急増する空き家の適正管
理と利活用の推進 

≪基本目標≫ 
Ⅰ 災害に強く、県民が安全・

快適に暮らせる住生活の
実現 

Ⅱ 若年・子育て世帯や高齢
者等が安心して暮らせる
住生活の実現 

≪基本目標≫ 
Ⅴ 長崎らしさを実感できる

豊かな居住環境の形成 

Ⅵ 地域の住生活を支える産
業の活性化・担い手の育
成 

①県民からの視点 

②住宅ストックからの視点 

③地域・産業からの視点 
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・県計画の改訂においては、全国計画と連動して「社会環境への変化」を強調することも考

えられますが、本県は地域性の強い県土を有しており、総合計画の基本理念に「人・産

業・地域を結び、新たな時代を生き抜く力強い長崎県づくり」を挙げていることから、本

計画では、「地域」の視点を前面に出すこととします。また、全国計画の基本的な考え方

と整合性を図るため、各視点において社会環境の変化への対応を反映した構成とします。 

・以上より、改訂後の県計画の視点は、平成 28 年の３つの視点（県民、住宅ストック、産

業・地域）を引き継ぎ、本県の個性をより明確に押し出せる構成とします。また、平成

28 年の県計画の基本理念「住みたい・住める・住み続けられる長崎県」は、最重要な政

策課題である人口減少対策に応答するものとし、改訂においても引き継ぐこととします。 

 

考え方２：基本施策は、本県の特性や全国計画改訂のポイントを踏まえて打ち出す 

・改訂における基本施策は、本県の住宅事情等での特性や社会環境の変化等に応じた全国計

画の主要な変更事項を踏まえ、次の事項を重点的に打ち出します。 

 

①  災害に強い住まい 

近年の土砂災害や台風被害の頻発化を鑑み、土砂災害のおそれのある地区における建築物

の移転誘導等、住宅や住宅地の安全性を確保します。 

② 持続可能な地域共生社会に向けたまちづくり 

若年・子育て世帯や高齢者等が安心して暮らせる持続可能な地域共生社会(Society5.0)の

実現に向けて、公民学連携により地域課題の解決を図ります。 

③ 移住・定住・二地域居住 

地方への移住等の関心の高まりや“新たな日常”に伴う意識の変化を好機ととらえ、県内

各地域の魅力を活かした暮らしを提案します。 

④ 環境に配慮した住まい 

高性能住宅の普及や既存住宅の長寿命化、県産木材の活用等、気候風土に即した県独自の

住宅政策(地域型住宅)により、環境に優しい住まいを推進します。 

 

考え方３：民間事業者等、県民、関連部署とともに取組む施策を充実させる 

・住宅の多くは民間事業者等の営み（建設、改修、流通等）によって供給されていることか

ら、これまで以上に、住宅に関わる民間事業者等が取組む施策を強化します。例えば、良

質な住宅ストックの普及に向けて、産学官連携による地域風土に即した住宅供給の推進

や、県民の生活の質向上に寄与する住情報の提供等を進めることを検討します。 

・住宅ストックの利用者であり、また所有者でもある県民に対して、防災・耐震化対策、空

き家の維持管理や県産木材活用等の情報提供を行い、県民の理解や協力を得て住宅施策の

実現を図ります。「考え方２」に挙げる重点的な事項と同様、住宅部署で取組む施策に留

まらず、防災対策や高齢者対策、県産木材流通等、関連部署と横断的に取組む施策を充実

化します。 
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４－２ 住宅政策の目標 

（１）住宅政策の基本理念、基本目標 

平成 28 年の県計画策定以降、本県の世帯数は初めて減少に転じました。また、自然減は増

加し続けている等、住まいを取り巻く状況は変化してきています。しかし、基本理念としてい

た「住みたい・住める・住み続けられる長崎県」は、最重要な政策課題である人口減少対策に

応答したものであり、令和 3 年の県計画においても重要な理念といえます。 

そのため、本計画の基本理念は平成 28 年計画を継承し、「住みたい・住める・住み続けら

れる長崎県」とします。 

 

 

 

 

 

 

 

≪住宅政策の目標≫ 

基本目標Ⅰ 災害に強く、県民が安全・快適に暮らせる住生活の実現 

 

基本目標Ⅱ 若年・子育て世帯や高齢者等が安心して暮らせる住生活の
実現 

 

基本目標Ⅲ 良質な住宅ストックの形成と次世代への承継 

 

基本目標Ⅳ 急増する空き家の適正管理と利活用の推進 

 

基本目標Ⅴ 長崎らしさを実感できる豊かな居住環境の形成 

 

基本目標Ⅵ 地域の住生活を支える産業の活性化・担い手の育成 

≪基本理念≫ 

住みたい・住める・住み続けられる⾧崎県 
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（２）基本目標と基本施策 

基本理念の実現を目指して、基本目標の具体的内容（将来の目指すべき姿）とともに、基本

目標を達成するために必要な基本施策を示します。 

 

基本目標Ⅰ 災害に強く、県民が安全・快適に暮らせる住生活の実現 
 

【基本目標の具体的内容（将来の目指すべき姿）】 

ハード・ソフト一体となった防災・減災対策の充実、災害安全性の高いエリアへの居住の誘

導等により、洪水や土砂災害、地震等の自然災害等に対する地域防災力が向上し、県民が安

全・快適に暮らしている。 

 

基本施策Ⅰ-1. 災害に強く安全に暮らせる住まいづくり・まちづくり 

耐震性や地域の災害安全性等を高めるために、老朽家屋除却の促

進、土砂災害のおそれのある地区からの住宅の移転誘導、被災後の応

急仮設住宅確保等の取組を推進します。加えて、安全性や防犯性に配

慮した住宅・まちづくり等に向けて、県民が自らの問題として責任を

持って取組めるよう、情報発信等を進めます。 

基本施策Ⅰ-2. 健康で長生きできる住まいづくり・まちづくり 

高齢者をはじめ、多くの県民が健康で長生きでき、安全・安心な生

活を送れるよう、高断熱・高気密住宅の普及促進、住まいづくり・ま

ちづくりでのバリアフリー化、郊外住宅地での外出機会を拡大するよ

うな交流拠点等の整備を推進します。 

基本施策Ⅰ-3. 脱炭素社会を実現する住まいづくり・まちづくり 

脱炭素社会の実現に向けて、住まいの省エネルギー性能向上や建設

リサイクルの推進、高断熱・高気密住宅、ZEH や地域産木材利用等

の普及促進を図ります。また、住宅を長く使い続けるための性能向上

や維持管理等の普及に向けた地元工務店等の取組を推進します。 
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基本目標Ⅱ 若年・子育て世帯や高齢者等が安心して暮らせる住生活
の実現 

 

【基本目標の具体的内容（将来の目指すべき姿）】 

若年・子育て世帯や高齢者等が暮らしたい地域において、必要な医療、介護・福祉等の生活

支援サービスを受けながら、自分らしく安心して暮らしている。また、住宅セーフティネット

が必要になった場合に、誰もが利用できる社会になっている。 

 

基本施策Ⅱ-1. 若者・子育て世帯が安心して暮らせる環境整備 

若者・子育て世帯が、多様なライフスタイルや居住ニーズに応じた住

宅を選択できる環境や子どもを産み育てたいという思いを実現できる環

境を実現するため、安心して暮らせる住まい・まちづくりや持続可能な

地域共生社会の形成を促進します。 

基本施策Ⅱ-2. 高齢者等が安心して暮らせる環境整備 

高齢者が心身状態に応じて医療や介護、福祉、買物等の生活サービ

ス等を選択できるようにするため、高齢期に適した住み替えや早めの

住宅改修等の促進、住み慣れた地域で生活を継続するための支援の充

実、高齢者が生きがいを持って暮らせる環境づくり、地域包括ケアシ

ステム構築の支援等に取組みます。 

基本施策Ⅱ-3. 住宅セーフティネットの充実と住生活の支援 

住宅確保要配慮者がそれぞれの状況に応じて適切な住宅を確保でき

るようにするため、公的賃貸住宅の供給とともに、居住支援協議会活

動や公民連携により民間賃貸住宅の活用も視野に入れた住宅セーフテ

ィネットの充実等を図り、地域課題の解決に取組みます。 
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基本目標Ⅲ 良質な住宅ストックの形成と次世代への承継 
 

【基本目標の具体的内容（将来の目指すべき姿）】 

脱炭素社会の実現等の社会的要請や県民のニーズに応じた良質なストックが形成されてい

る。そして、適切な維持管理や住宅履歴情報の蓄積等を行うことが県民に浸透し、円滑な中古

住宅流通とともに次世代に承継されるストック型社会が実現している。 

 

基本施策Ⅲ-1. 既存住宅の流通・リフォーム市場の拡大 

消費者等が安心して既存住宅の取引ができるようにするため、民間

事業者等と連携した既存住宅の活用・流通促進、消費者への情報提供

を行うとともに、既存住宅の性能（断熱性・気密性）を向上するリフ

ォームの促進を図ります。また、既存住宅を安心して売買できるよう

インスペクション（建物検査）の普及・定着を図ります。 

基本施策Ⅲ-2. 良質な住宅ストックの形成と住宅性能の確保 

環境にやさしく良質な住宅ストックを次の世代に引き継ぐことがで

きるよう、県の気候風土に即した高性能住宅の普及等を図ります。新

規に供給される住宅については、長期優良住宅の普及等、安全で良質

な住宅供給を誘導します。 

基本施策Ⅲ-3. 適切な住情報の提供と相談体制の充実 

県民や移住者の住生活に係る多様なニーズに対応するため、住情報の

提供および相談体制の充実化を図り、住まいの維持管理や住まい方、住

まいに関する法令や制度等、総合的な住情報の提供を目指します。 

基本施策Ⅲ-4. 住まいの適切な維持管理（ＤＸの活用推進） 

住宅を長く使い続ける社会を形成するために、住宅所有者に対し、

住宅履歴情報の蓄積とともに履歴情報を活用した計画的な修繕等を実

施するための取組を進めます。また、マンションの管理の適正化に向

けて、市によるマンション管理適正化推進計画の作成等を促します。 
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基本目標Ⅳ 急増する空き家の適正管理と利活用の推進 
 
 

【基本目標の具体的内容（将来の目指すべき姿）】 

空き家の所有者が責任をもって空き家を相続登記・維持管理・売却等することで、危険な空

き家等、適切に維持管理されない空き家がなくなる。さらに、空き家がその地域の市場で適切

に評価され、円滑に流通する社会になっている。 

 

基本施策Ⅳ-1. 空き家の適切な維持管理の推進 

市町・民間事業者等に対する空き家に関する情報や技術的な助言の

提供、市町間の連絡調整等により、空き家の発生や放置防止に向けた

県民への意識啓発、危険な空き家に対する除却の促進を図ります。 

基本施策Ⅳ-2. 空き家の利活用の推進 

市町が行う既存住宅改修等の助成や地域活性化に資する空き家の利

活用事例に関する情報提供等を進めることにより、空き家の利活用を

推進します。 

 

基本目標Ⅴ 長崎らしさを実感できる豊かな居住環境の形成 
 

【基本目標の具体的内容（将来の目指すべき姿）】 

長崎らしい景観、伝統、文化、自然等の魅力にあふれた県土が形成されている。そして、県

民が誇り・充実感をもって住み続けられるとともに、長崎を訪れる人々が県土の豊かさを実感

できる地域を形成している。 

 

基本施策Ⅴ-1. 地域の魅力を実感できる移住や二地域居住（新たな日常への対

応）の推進 

地方移住や二地域居住を推進するために、関係課と連携し、地域の魅

力的な暮らしに関わる情報発信を強化します。また、空き家の利活用や

移住者が地域に溶け込むためのサポート体制の構築や、多様な住まい方

を提供できる住宅供給等を進めます。 

基本施策Ⅴ-2. ながさきで暮らす魅力を反映した住まい・まちづくりの誘導 

市町の住生活基本計画策定の推進をはじめ、県内各地域の魅力やニ

ーズを踏まえた、個性を活かした良好な街並みの形成、地域住民等に

よる住まいづくり・まちづくりの展開を図ります。 

基本施策Ⅴ-3. 斜面住宅地等における居住環境整備 

斜面住宅地等にある老朽化した木造住宅の除却や建替、生活道路・

広場・下水道等の基盤整備による居住環境の向上を図ります。 
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基本施策Ⅴ-4. 集約型都市づくりの推進 

中心市街地の機能低下や市街地の密度低下・空洞化等に対して、中

心市街地や地域の拠点への機能集積を強化するとともに拠点相互を公

共交通等のネットワークにより結ぶコンパクトなまちづくりを促進

し、賑わいがあり生活利便性の高い集約型都市づくりを推進します。 

 

基本目標Ⅵ 地域の住生活を支える産業の活性化・担い手の育成 
 

【基本目標の具体的内容（将来の目指すべき姿）】 

地域に根差した住生活に係る産業が時代に応じて変化し続けること等で活性化するととも

に、県民等のニーズや時代の要請に応じた住宅やサービスが展開されている。また、次世代の

住生活に係る産業を担う人材が活躍している。 

 

基本施策Ⅵ-1. 地域産木材の活用推進 

新築住宅及びリフォーム等における県産木材の活用を促進するため

に、地域産木材を活用した住宅生産技術の開発や、県民・住宅関連事

業者に対する地域産木材利用事例の周知を図ります。 

基本施策Ⅵ-2. 住まいづくり・まちづくりの担い手の育成 

県民等が地域の住まいづくり・まちづくりの担い手となるよう、地

域のコミュニティ活動団体等と連携し、住まいづくりやまちづくりに

ついて考え、体験する機会の拡充を図ります。 

また、県民から選ばれる地元工務店等の育成や技術力向上に向けた

取組を進めます。 
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第 5 章 基本的な施策 

５－１ 施策の体系 

 
 基本目標 基本施策 施策 

県
民
か
ら
の
視
点 

Ⅰ. 災害に
強く、県民
が安全・快
適に暮らせ
る住生活の
実現 

Ⅰ-1. 災害に強く安全に
暮らせる住まいづくり・
まちづくり 

①住宅・宅地の耐震化の促進 

②防犯性に配慮した住宅・居住環境の整備 

③安全な住宅地の確保 

④土砂災害のおそれのある地区における住宅の移転誘導等 

⑤防災知識の普及や防災活動との連携 

⑥民間住宅を活用した応急的な住まいの確保 

Ⅰ-2. 健康で長生きできる
住まいづくり・まちづくり 

①高断熱・高気密住宅の普及促進 

②良好な温熱環境を備えた住宅の普及活動との連携 

③住宅・居住環境のバリアフリー・ユニバーサルデザインの推
進 

④交流拠点等の整備による外出機会の拡大 

Ⅰ-3. 脱炭素社会を実現
する住まいづくり・まち
づくり 

①住まいの脱炭素化対策等の推進 

②建設リサイクルの推進 

③住宅の長寿命化 

④住宅の維持保全等活動組織との連携 

⑤地域産木材活用の促進及び連携 

Ⅱ. 若年・
子育て世帯
や高齢者等
が安心して
暮らせる住
生活の実現 

 

Ⅱ-1. 若者・子育て世帯
が安心して暮らせる環境
整備 

①若者・子育て世帯の公営住宅入居の支援 

②子育てしやすい住まい・居住環境の整備 

③多世代居住に対応する住まい・まちづくりの促進 

Ⅱ-2. 高齢者等が安心し
て暮らせる環境整備 

①高齢者に適した住み替え支援の充実 

②高齢期に向けた早めの住宅改修等の推進 

③低家賃の高齢者向け住宅の普及促進 

④地域包括ケアシステム構築の支援 

Ⅱ-3. 住宅セーフティネ
ットの充実と住生活の支
援 

①公的住宅等の適切な整備と維持管理 

②住宅確保要配慮者への居住支援の充実 

③長崎県居住支援協議会の運営 

④関連部署等と連携した居住の継続又は住み替えの支援 

住
宅
ス
ト

ク
か
ら
の
視
点 

Ⅲ. 良質な
住宅ストッ
クの形成と
次世代への
承継 

Ⅲ-1. 既存住宅の流通・
リフォーム市場の拡大 

①民間事業者等と連携した既存住宅の活用・流通の促進 

②既存住宅の性能を向上させるリフォームの促進 

③インスペクションの普及・定着 

Ⅲ-2. 良質な住宅ストッ
クの形成と住宅性能の確
保 

①次世代に引き継げる良質な住宅供給の促進 

②長期優良住宅の普及 

Ⅲ-3. 適切な住情報の提
供と相談体制の充実 

①しごとや暮らしに関する住情報の提供 

②多様なニーズに応える相談体制の充実 

③住まいと災害に関する住教育の推進 

Ⅲ-4. 住まいの適切な維
持管理（ＤＸの活用推
進） 

①住宅履歴情報の蓄積や計画的な修繕等 

②マンションの適正管理と再生への支援 

Ⅳ. 急増す
る空き家の
適正管理と
利活用の推
進 

Ⅳ-1. 空き家の適切な維
持管理の推進 

①危険な空き家の除却の促進 

②空き家の発生や放置防止に向けた情報発信の充実化 

Ⅳ-2. 空き家の利活用の
推進 

①既存住宅助成事業等との連携による空き家の利活用の推進 

②地域活性化等と連携した空き家の利活用の推進 
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地
域
・
産
業
か
ら
の
視
点 

Ⅴ. 長崎ら
しさを実感
できる豊か
な居住環境
の形成 

Ⅴ-1. 地域の魅力を実感
できる移住や二地域居住
（新たな日常への対応）
の推進 

①定住・二地域居住に対応する住宅情報提供の促進 

②移住者向け住宅の確保及び住宅情報提供の支援 

Ⅴ-2. ながさきで暮らす
魅力を反映した住まい・
まちづくりの誘導 

①市町住生活基本計画策定等の推進 

②歴史文化資源や環境を生かした住まいや街なみの形成 

Ⅴ-3. 斜面住宅地等にお
ける居住環境整備 

①斜面地の密集市街地における防災性向上・居住環境改善の誘
導 

Ⅴ-4. 集約型都市づくり
の推進 

①街なか居住の促進・支援 

②駅周辺や中心市街地の活性化 

③立地適正化計画作成による居住誘導区域への立地誘導 

Ⅵ. 地域の
住生活を支
える産業の
活性化・担
い手の育成 

Ⅵ-1. 地域産木材の活用
推進 

①地域産木材活用の促進 ［Ⅰ-３⑤を再掲(一部)］  

②公共建築物における地域産木材利用の促進  

Ⅵ-2. 住まいづくり・ま
ちづくりの担い手の育成 

①地域住民等による住まいづくり・まちづくりの担い手の育成 

②地元工務店等からなる住まいづくり・まちづくりの担い手の 
育成 
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５－２ 施策内容 

基本目標Ⅰ 災害に強く、県民が安全・快適に暮らせる住生活の実現 

基本施策Ⅰ-1. 災害に強く安全に暮らせる住まいづくり・まちづくり 

① 住宅・宅地の耐震化の促進 

耐震改修促進法に基づく「長崎県耐震改修促進計画」及び「耐震・安心住まいづくり支

援事業」により、住宅の耐震診断・耐震改修に関する情報提供や相談体制の整備、耐震診

断・耐震改修費用の一部補助、住宅金融支援機構の融資等の支援制度の展開等、住宅の耐

震化に取組みます。また、宅地の安全対策については、地震に伴う「ゆれやすさマップ」

や「液状化マップ」等の情報提供、危険性の周知及び安全性のチェック方法の紹介等を行

うとともに、宅地の安全対策に関する相談事業の充実や専門業界団体の紹介を図ります。 

②防犯性に配慮した住宅・居住環境の整備 

防犯性に配慮した安全・安心な住まいづくり・まちづくりに向けて、外周柵や照明、防

犯機器の設置等による防犯性の高い住宅の普及や、犯罪の発生しにくい公共空間整備等を

促進し、合わせて防犯に対する意識の向上や活動実施等の取組を推進します。 

③安全な住宅地の確保 

長崎市や佐世保市における斜面地の密集市街地等では、老朽住宅や狭あいな道路等が解

消されず、高齢者等の居住継続や新規住民の流入等が進まない要因となっています。この

ため、市町による密集市街地での老朽住宅除却や建替の促進、生活道路や広場等の基盤整

備等を支援します。また、危険密集市街地については、これまでの道路整備等のハード対

策に加え、地域防災力の向上に資するソフト対策の促進の取組を市や国と連携して推進し

ます。 

④土砂災害のおそれのある地区における住宅の移転誘導等 

近年の災害の頻発化を鑑みると、住宅改修や盛土等による住宅・住宅地の浸水対策等の

自然災害に対する安全性の強化を図り、居住継続が可能な住宅・住宅地とする必要があり

ます。このため、がけ地に近接する危険住宅の移転促進策や、土砂災害特別警戒区域に立

地する既存公営住宅における入居者の移転や住宅の除却、新築サービス付き高齢者向け住

宅や長期優良住宅の土砂災害特別警戒区域外立地等を図ります。また、土砂災害のおそれ

ある地区に居住する地域住民に向けて、警戒区域の周知や避難訓練等の充実化、災害時の

対応体制の構築を図ります。 

⑤防災知識の普及や防災活動との連携 

地域コミュニティによる被災時の災害対策として、ハザードマップによる居住地域の災

害危険性等の情報周知をはじめ、食料や物資、エネルギー等の住宅単体・共同での確保や、

災害による停電、断水時等でも居住継続可能な住宅・住宅地の確保等が必要です。これら

の実現に向けて、県や市町による防災情報提供や防災訓練等の実施により、県民が生活に

密着した防災知識や対策を備えるとともに、地域での防災活動等を充実化します。また、

瓦屋根ガイドライン等の周知、普及により、台風時の安全性の確保を図ります。 
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⑥民間住宅を活用した応急的な住まいの確保 

被災後、被災者向けの応急的な住宅となる既存民間賃貸住宅の空き住戸等を早急に借上

げ、速やかに被災者へ供与することが重要です。このため、関係者間の協力事項や応急的

に空き住戸を借上げる場合のルール等を関係者間で予め定めておき、緊急時に備えます。

また、地域に居住可能な既存住宅ストックが充分に存在しない場合は、建設型応急住宅を

迅速に設置します。 

発災後の被災者に対して、入居可能な公的住宅等に関する情報の提供や、建築士会等と

の連携による住宅相談窓口の設置、運営等を実施します。 

 

基本施策Ⅰ-2. 健康で⾧生きできる住まいづくり・まちづくり 

①高断熱・高気密住宅の普及促進  

地元工務店等による気候風土に即した低コスト・高品質の住宅(地域型住宅)として住宅

の断熱性能や気密性能の向上のため、県内の住宅設計者や現場技術者を対象として、講習

会等の開催により、設計・施工ノウハウの習得を促します。 

②良好な温熱環境を備えた住宅の普及活動との連携 

健康に資する住宅を普及するため、健康省エネ住宅づくりを目標に活動する県下の組織

と連携し、県民への必要な情報の周知活動等を行います。 

③住宅・居住環境のバリアフリー・ユニバーサルデザインの推進 

民間住宅では、持ち家に比べ借家の改善が進んでいないことから、借家所有者に対する

啓発や情報提供、相談体制等、バリアフリー改善の促進に向けた施策の充実を図ります。

また、県営住宅においては順次バリアフリー化を進めていますが、市町営住宅におけるバ

リアフリー化率が県営に比べてやや低い状況です。このため、市町営住宅の公営住宅長寿

命化計画等に基づく適切なバリアフリー化の推進を促します。 

④交流拠点等の整備による外出機会の拡大 

郊外住宅地の再生に向けた先導的な取組として、公・民・学が連携したプラットフォー

ム形成をきっかけに UDC(アーバンデザインセンター)の設立を図り、まちづくりに取組み

ます。また、地域の民間事業者等や NPO 法人、大学、行政等のプレーヤーが協力して、既

存の空き家等を活用し、地域に開放されたスペースを有する高齢者向け住宅や高断熱モデ

ルハウスの供給、生活支援サービスの提供、子育て世帯向け住宅や交流空間の整備、身近

なモビリティの開発等を図ります。これらのまちづくりや交流拠点でのイベント開催等を

進めることにより、地域の住民が交流拠点等へ外出しやすい機会を拡大します。 
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基本施策Ⅰ-3. 脱炭素社会を実現する住まいづくり・まちづくり 

①住まいの脱炭素化対策等の推進 

２０５０年のカーボンニュートラルの実現に向けて、新築住宅における省エネルギー基

準適合の義務化や省エネ誘導基準のＺＥＨレベルへの引上げ等、ＺＥＨ、ＬＣＣＭの推進

が国において進められています。県における住宅の脱炭素化対策等として、ＺＥＨ、ＬＣ

ＣＭ住宅等の長寿命でＣＯ２排出量がない又はマイナスにする住宅の普及に向けた取組の

充実化や、自治体が支援する住宅の脱炭素の推進、住宅の省エネルギー設計・施工技術の

普及、新たに建設する県営住宅のＺＥＨ化等を図ります。 

②建設リサイクルの推進 

住宅の建替えや撤去により排出される建材資源等の建設リサイクルの推進及び建設廃棄

物排出等の削減等、環境にやさしい建設リサイクルを推進します。 

③住宅の長寿命化 

気候風土に即した低コスト・高品質の住宅(地域型住宅)となる住宅の長寿命化に向けて、

住宅設計者や現場技術者に対する躯体性能向上技術等の参考となる情報提供等を推進しま

す。 

④住宅の維持保全等活動組織との連携 

住宅の計画的な維持管理等の取組を広く普及するため、地元工務店等の県内の民間組織

による良質な住宅ストックの普及を目的とする取組との連携を図ります。 

⑤地域産木材活用の促進及び連携 

森林吸収源対策と合わせた間伐材を含む地域産木材の推進や、まちづくり総合住宅フェ

ア等の県民や住宅関連事業者に向けた住宅の地域産木材利用事例等の周知により、住宅の

新築及びリフォーム等における地域産木材利用を促進します。 

また、関係部署における県産木材利用に係る施策との連携を図ります。 

 

基本目標Ⅱ 若年・子育て世帯や高齢者等が安心して暮らせる住生活の
実現 

基本施策Ⅱ-1. 若者・子育て世帯が安心して暮らせる環境整備 

①若者・子育て世帯の公営住宅入居の支援 

若年・子育て世帯の住宅確保を支援するため、公営住宅において特定目的住宅による若

者・子育て世帯向け住宅の供給や子育て世帯向け住戸への優先入居を実施します。 

②子育てしやすい住まい・居住環境の整備 

安心して子育てができる持続可能な地域共生社会の実現に向けた取組として、市町や空

き家等所有者、不動産業者等と連携しつつ、既存住宅や空き社宅等のリフォームによる住

宅の供給を支援します。併せて、関連部署と連携した県営住宅の建替えにあわせた地域子

育て支援拠点の形成を図ります。 
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③多世代居住に対応する住まい・まちづくりの促進 

既存住宅地において子育て世帯等の転入による多世代型のまちづくりを目指し、官民の

連携により中古住宅の流通を促すこと等により、安心して子育てができる居住環境の整備

を図ります。また、子育て世帯が安心して子育てできるよう、職住近接・育住近接のため

に必要なリフォームや住宅の取得等に対し、市町と連携して支援します。 

 

基本施策Ⅱ-2. 高齢者等が安心して暮らせる環境整備 

①高齢者に適した住み替え支援の充実 

高齢者の住み替えニーズに応じて、関連部署や民間の関連団体等と連携し、高齢者に適

した住み替え先の確保や空き家の売却、賃貸等への対応等に関する相談体制の充実を図り

ます。 

②高齢期に向けた早めの住宅改修等の推進 

県民が高齢期も健康で快適な住まいで過ごすことが出来るよう、高齢期の住まいの備え

に関する国のガイドラインや、住まい方の選択時等に必要となる資金についてリバースモ

ーゲージ等の情報を県が普及・啓発することにより、早めの住宅改修等のメリットなど、

将来の暮らし方のイメージを県民自らが考え、判断できる機会の提供を図ります。 

③低家賃の高齢者向け住宅の普及促進 

既存住宅を活用して新設住宅よりも低廉な高齢者向け住宅の供給が進むよう、セーフテ

ィネット住宅（住宅確保要配慮者専用賃貸住宅）制度の登録促進や既存住宅の改修整備を

支援します。 

④地域包括ケアシステム構築の支援 

高齢者等が住み慣れた地域で医療、介護や生活支援等のサービス等を継続して受けられ

るような地域社会を形成していくことが重要です。そうした地域包括ケアシステムの構築

の支援として、地域内のサービス付き高齢者向け住宅やセーフティネット住宅等への住み

替えや住宅改修等に関する相談体制等の充実化とともに、関連部署と連携した住宅団地再

生プロジェクトの推進、県営住宅等の建替えに際しての医療・介護サービス施設等の併設

等に取組みます。 

 

基本施策Ⅱ-3. 住宅セーフティネットの充実と住生活の支援 

①公的住宅等の適切な整備と維持管理 

市町との連携により、一定の質が確保された公的賃貸住宅を適切に供給します。 

②住宅確保要配慮者への居住支援の充実 

住宅を自力で確保しにくい低所得者、被災者、高齢者、障害者、子育て家庭、更生保護

対象者、その他住宅の確保に特に配慮を必要な方等の住宅確保要配慮者の居住の安定を確

保するため、これら世帯に対し公的賃貸住宅に限らず、セーフティネット住宅等の民間賃

貸住宅も活用した居住支援の充実を図ります。  
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③長崎県居住支援協議会の運営 

県全体における民間賃貸住宅への入居支援や入居後の居住支援を行う「長崎県居住支援

協議会」の活動に加えて、居住支援の取組を県全域で展開するには、各市町において居住

支援協議会を設けることが効果的です。現在、県が指定した居住支援法人が事務局となっ

て市町の居住支援協議会設立に向けた勉強会等を実施しており、これらの活動を継続・発

展して協議会設立を促します。また、居住支援法人は入居相談・マッチング・見守り等の

取組を進めており、これらの活動を支援すると共に、居住支援法人の指定数の増加に努め

ます。 

④関連部署等と連携した居住の継続又は住み替えの支援 

関連部署や民間の関連団体等と連携し、住宅確保要配慮者が居住の場の継続や住み替え

先の確保を行うにあたり、見守り等の生活支援サービスの提供や賃貸契約の相談等が可能

となるよう、支援体制や相談体制の充実を図ります。 

 

基本目標Ⅲ 良質な住宅ストックの形成と次世代への承継 

基本施策Ⅲ-1. 既存住宅の流通・リフォーム市場の拡大 

①民間事業者等と連携した既存住宅の活用・流通の促進 

民間事業者等との連携強化を図り、既存住宅の流通のための仕組みづくりを検討すると

ともに、住宅性能の見える化、既存住宅の活用・流通促進に取組みます。また、既存住宅

の家主や消費者に対しては、定期借家制度、ＤＩＹ活用の賃貸住宅等の既存住宅の取引に

係る情報提供を行い、普及啓発を図ります。 

②既存住宅の性能を向上させるリフォームの促進 

住宅を次の世代に継承していくには、消費者が住みたい、買いたいと思う魅力の向上を

図る必要があります。既存住宅に対して住宅の品質や性能を向上させ住宅価値を高めるた

め、耐震性能、省エネルギー性、バリアフリー性等の住宅性能を向上するリフォームに関

する情報提供・相談を、関係組織と連携して実施します。 

③インスペクションの普及・定着  

県民が安心して既存住宅を売買できるように、宅建業者等と連携し、取引時におけるイ

ンスペクションの普及・啓発・定着を図ります。 

 

基本施策Ⅲ-2. 良質な住宅ストックの形成と住宅性能の確保 

①次世代に引き継げる良質な住宅供給の促進 

県内の住宅供給事業者等と連携し、性能の優れた住宅の供給を促進します。 

②長期優良住宅の普及 

耐久性や耐震性の確保に加え、高齢者等への配慮、断熱性能等を備えた長期優良住宅の

普及に向けた情報提供を図ります。 
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基本施策Ⅲ-3. 適切な住情報の提供と相談体制の充実 

①しごとや暮らしに関する住情報の提供 

県内在住者や移住者等の利用目的に即した移住や住み替えに関する情報をはじめ、高齢

者世帯や子育て世帯の居住に適した住宅の情報、住生活関連産業に関する情報、リフォー

ムに関する情報、まちづくりやエリアマネジメントに関する情報、移住先の就業や居住環

境等に関する情報の充実を図ります。また、住宅フェアや出前講座などの機会を通じて、

これらの住情報の提供を図ります。 

②多様なニーズに応える相談体制の充実 

住宅の取得（確保）や改善、移住・住み替え等に伴う持ち家の処分や空き家の活用、市

場流通化、適切な生活支援サービスの享受、住宅に関するトラブル、マンションの適切な

管理等、住生活に係わる多様な相談ニーズに適切に対応するため、相談体制の充実・連携

を図ります。 

③住まいと災害に関する住教育の推進 

県民が発災時に負傷を防ぐとともに発災後に適切な避難行動を行えるよう、住教育の一

部として、住戸内の事前防災対策、居住する地域における災害の危険性や避難計画等につ

いて周知を図ります。 

 

基本施策Ⅲ-4. 住まいの適切な維持管理（ＤＸの活用推進） 

①住宅履歴情報の蓄積や計画的な修繕等 

住宅を長く使い続けその価値を高めるには、日常的な手入れや計画的な維持保全によっ

て点検・補修等を行うことが重要です。また、住宅の工事履歴（新築、改修）情報を蓄積・

共有化することが重要です。このため、住宅所有者に対し、デジタル化された住宅履歴情

報の蓄積とともに履歴情報を活用した計画的な修繕等を促します。そして、住宅の所有か

ら維持管理、さらに流通に至るＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）を推進する

ことで、住宅の価値を高めるとともに円滑に住宅が流通する環境の形成を図ります。 

②マンションの適正管理と再生への支援 

多数の区分所有者の合意形成という特有の難しさを抱えるマンションに対し、管理組合

による管理の適正化を図るため、市によるマンション管理適正化推進計画の作成や管理計

画の認定、権利組合に向けた指導や助言等を促します。また、マンション管理士会、マン

ション管理組合連合会、住宅金融支援機構等と連携したセミナーの開催を通じて管理組合

の意識啓発や担い手育成等、支援を図ります。 
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基本目標Ⅳ 急増する空き家の適正管理と利活用の推進 

基本施策Ⅳ-1. 空き家の適切な維持管理の推進 

①危険な空き家の除却の促進 

防災・衛生・景観等の面で生活環境に悪影響を及ぼす特定空き家の解体・撤去を推進し、

良好な居住環境の保全を図るため、空き家所有者等への指導や情報提供､除却費用補助等を

行う市町との連携を図ります。特に、斜面住宅地における放置された老朽危険空き家の除

却推進及びその後の土地の利活用を検討します。 

②空き家の発生や放置防止に向けた情報発信の充実化 

空き家の増加を抑えるとともに相続登記義務化に関する法改正等の動向を踏まえ、県内

の住宅所有者等に向けて、空き家化に伴う問題の把握や、空き家化や空き家放置化に対す

る相続登記をはじめ空き家の処分や活用、管理方法等に係る専門的な情報の把握を速やか

にできるよう、空き家対策協議会等を通じて、空き家に関する情報発信を充実化します。 

 

基本施策Ⅳ-2. 空き家の利活用の推進 

①既存住宅助成事業等との連携による空き家の利活用の推進 

空き家の利活用を促すため、既存住宅改修や中古住宅取得に関する助成事業等の実施を

はじめ、空き家の改修費補助等を行う市町との連携に努めます。また、空き家所有者等に

向けて、空き家の価値把握につながるインスペクションをはじめ、空き家の活用・流通化

に向けた既存住宅取引情報等、利活用に関する情報提供を図ります。 

②地域活性化等と連携した空き家の利活用の推進 

地域活性化等に向けた地域居住人口増加や交流人口拡大等を図るため、市町や民間事業

者等が行う地域の特徴的な景観を活かした居住や交流の場の形成として空き家の利活用が

進むよう、先導的な空き家活用事例の情報提供等を図ります。 

 

基本目標Ⅴ 長崎らしさを実感できる豊かな居住環境の形成 

基本施策Ⅴ-1. 地域の魅力を実感できる移住や二地域居住（新たな日常への対応）の推進 

①定住・二地域居住に対応する住宅情報提供の促進 

“新たな日常”に伴う意識の変化を好機ととらえて、地域の魅力を実感できる居住に応

えるため、地域への定住や二地域居住等に関する情報提供を、市町や関連団体と連携して

促進します。また、地域型住宅の市場への流通により、長崎の気候風土に即した良質な住

宅で地域の魅力を享受した暮らしが容易となることから、地域における定住・二地域居住

を促進します。 

②移住者向け住宅の確保及び住宅情報提供の支援 

地域での定住を後押しするため、地域の多様な住まい方を提供できる多様な住宅の供給

や住み替え支援、空き家の利活用、エコリフォームの促進、移住への啓発を図ります。特
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に、空き家の掘り起こしや非公表空き家の登録化、移住希望者とのマッチング等の取組に

よる空き家の活用、公営住宅空き住戸の移住希望者への賃貸等により移住を促進します。 

 また、長崎移住ナビでの情報発信に合わせて、島暮らしなどの地域の魅力的な暮らしに

関わる空き家活用の促進や地域に溶け込むサポート体制の構築等を図ります。 

 

基本施策Ⅴ-2. ながさきで暮らす魅力を反映した住まい・まちづくりの誘導 

①市町住生活基本計画策定等の推進 

多様な地域における県民のニーズにきめ細かく対応した住宅施策を、計画的かつ効率的に実

施していく上で、市町の果たす役割は大きいことから、住生活基本計画を策定する市町に対す

る技術支援や情報提供、市町が進める施策に対する情報提供や連携等の支援を図ります。 

②歴史文化資源や環境を生かした住まいや街なみの形成 

本県の住まい・まちが有する美しい海や山への眺望、産業や歴史の遺産、まちや集落の

環境等を次世代に引き継ぐため、地域の景観や環境に配慮した住まいや居住環境の形成に

向けた市町の取組を促します。また、県、市町、関係団体等が住まいや居住環境のあり方

を共有し、良質な住まいやセーフティネットを充実させるため、取組の役割分担に関する

検討・協議を進めるとともに、多世代が暮らし続けられる居住環境の形成を図ります。 

 

基本施策Ⅴ-3. 斜面住宅地等における居住環境整備 

①斜面地の密集市街地における防災性向上・居住環境改善の誘導 

斜面地の密集市街地においては、老朽家屋の除却や建て替え等にあわせて市町が行う生

活道路・公園・下水道等の基盤整備による防災性の向上・居住環境改善を促します。 

 合わせて、防災面や居住環境面で課題のある斜面地の住宅に居住する高齢世帯に対し、

良好な居住環境の住宅への住み替えを促します。 

 

基本施策Ⅴ-4. 集約型都市づくりの推進 

①街なか居住の促進・支援 

市街地の生活利便性やコミュニティの維持・強化を図るため、街なかへの居住誘導が求

められています。市町のコンパクトシティに向けたまちづくりと連携し、街なかの賑わい

創出やコミュニティ再生に貢献する街なか居住の促進・支援に取組みます。 

②駅周辺や中心市街地の活性化 

駅周辺や中心市街地等に公共公益施設等の生活機能を集積することによるコンパクトな

まちづくりを進めるため、市街地再開発事業等による市街地再生の促進を図ります。 

③立地適正化計画作成による居住誘導区域への立地誘導 

各市町のコンパクトシティ形成により居住誘導区域内での住宅建設を進めるため、立地

適正化計画未策定市町に対して、立地適正化計画の策定を促します。また、公営住宅はも

とより、民間事業者等が建設主体となる長期優良住宅やサービス付き高齢者向け住宅等の

公的な住宅の新設や建替においては、事業条件の設定や事前の事業者協議等により、居住
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誘導区域への立地を誘導します。 

 

基本目標Ⅵ 地域の住生活を支える産業の活性化・担い手の育成 

基本施策Ⅵ-1. 地域産木材の活用推進 

①地域産木材活用の促進 ［Ⅰ-３⑤を再掲(一部)］  

森林吸収源対策と合わせた、間伐材を含む地域産木材流通体制の充実化や地域産材活用

住宅商品の開発、まちづくり総合住宅フェア等の県民や住宅関連事業者に向けた住宅関連

情報提供機会において住宅の地域産木材利用事例等の周知を図り、住宅の新築及びリフォ

ーム等における地域産木材利用を促進します。 

②公共建築物における地域産木材利用の促進 

県内の公共建築物における地域産木材の利用が促進されていることから、これらの事例

情報等を県民や住宅関連事業者に向けて提示し、住宅の地域産木材利用の検討に活用しま

す。また、公営住宅整備等における地域産木材利用事例情報等についても、同様に住宅の

地域産木材利用の検討に活用します。 

 

基本施策Ⅵ-2. 住まいづくり・まちづくりの担い手の育成 

①地域住民等による住まいづくり・まちづくりの担い手の育成 

地域での暮らしを良く知る地域住民等が、地域の住宅改修や建設等の経験を通じて地域

に密着した住まいづくり・まちづくりの担い手となるよう、地域住民等がまちづくり活動

団体や起業家をはじめ地域のコミュニティ活動団体等と連携して住まいづくりやまちづく

りについて考え、体験できる機会の拡充を図ります。 

②地元工務店等からなる住まいづくり・まちづくりの担い手の育成  

地域での経験が豊富な地元工務店等が主導して、地域の気候 風土に即した低コス

ト・高品質の住宅（地域型住宅）の普及につながる設計・施工技術を習得することによ

り、地域の住まいづくり・まちづくりの担い手となり、県民から選ばれる設計者・技術

者の育成や技術力向上を図ります。 
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第６章 重点施策の実現に向けて 

６－１ 重点施策の考え方 

住宅政策の基本理念「住みたい・住める・住み続けられる長崎県」の実現に向けて、高い効

果をもたらすことが期待できるとともに、本県の抱える喫緊の課題の解決に、特に寄与すると

考えられる施策を「重点施策」として位置付けます。 

重点施策を進めることで、横断的に基本目標の達成を目指します。 

 

○重点施策 1 『地域型住宅』推進プロジェクト 

県内の地域工務店、大学等と連携し、長崎の気候風土を踏まえた低コスト・高品質な住宅

（地域型住宅）の普及を検討します。長崎独自の住宅ブランドの創出等を通して、多くの県民

が長く使える良質な新築住宅の提供を目指します。 

（特に寄与する基本目標 Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅴ、Ⅵ） 

 

○重点施策 2 「空きストックの活用」推進プロジェクト 

民間企業が所有する空き社宅等を、不動産会社等の民間事業者等がリノベーションして子育

て世帯・移住者・若者等へ賃貸住宅として貸出す住宅提供施策です。空き社宅の一部には、子

育て世帯のためのキッズルームや、新たな日常に対応するためのコワーキングルーム等の共用

施設の整備を行う等、子育てしやすい住まい環境の整備を推進します。 

また、併せて、県・市町・民間事業者等で構成される「公民空きストック活用協議会

（仮）」を立ち上げ、民間事業者等が自走し活用を提案できる「長崎型空きストック活用モデ

ル（仮）」の確立を行い、空きストック活用による継続的な住まいの提供を目指します。 

（特に寄与する基本目標 Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ、Ⅵ） 

 

○重点施策３ 住宅団地再生プロジェクト 

公民学連携による地域課題解決主体（プラットフォーム）を組織し、住宅団地等の課題解決

に取組みます。これにより、地域の民間事業者等や NPO 法人、大学、福祉事務所、行政等で

協力し、住民ニーズに基づく新技術の導入やデータ連携による持続可能な地域モデルを構築し

ます。 

また、既存の空き家等を活用した高齢者向け住宅の供給や入居者に対する生活支援サービス

の提供、子育て世帯向けの住宅や交流スペースの整備、ディマンドバスや無人運行等による身

近なモビリティの開発等、AI・IoT 等の技術の導入を検討します。 

（特に寄与する基本目標 Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ、Ⅵ） 

 

○重点施策４ 移住促進・交流人口拡大プロジェクト 

市町が認定した空き家活用団体が空き家を掘り起し、空き家所有者から借上げ、移住希望者

のニーズに合った住まいに改修し、転貸を行う事業です。 

また、空き家活用団体は空き家の活用のみならず、空き家所有者が抱える空き家に関する悩

み事等の相談も受ける等、地域の空き家相談窓口としても活動しています。 

（特に寄与する基本目標 Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ、Ⅵ）  
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６－２ 重点施策の概要 

重点施策１ 「地域型住宅」推進プロジェクト 

 

【取組方針】 

本県は斜面地が多く可住地が限られる等の地形的特徴から、住まいにかかる費用負担が相対

的に大きくなる傾向があります。また、昨今の脱炭素社会の実現に向けた取組等も踏まえ、建

設と除却を繰り返す従来型の住宅供給から、「良質な住宅を継承しながら長く活用する」環境

に配慮したライフスタイルへの変革が求められています。 

『「地域型住宅」推進プロジェクト』では、公民連携により長崎の気候風土に即した良質な

住宅の供給を促進するとともに、住まいにかかる費用負担の軽減を図ります。また、木造住宅

の生産流通に関わる多様な担い手の育成や安定した住宅供給体制の構築、担い手の技術力の向

上を図り、県民のニーズに合った住み替えや県外からの移住を推進します。 

施策案 

■ 長崎の気候風土を住まえた「地域型住宅」の推進 

県内の地域工務店、学術機関等と連携し、社会的課題の整理や対応策の検討、性能と価格・

コスト等の比較検討等を行い、長崎の気候風土を踏まえた低コスト・高品質な住宅（地域型住

宅）を推進します。例えば、長崎ならではの県産木材や陶器等の使用、日照や風向きを踏まえ

た間取りの工夫、定期的なメンテナンスの実施等について、世代をこえて継承できる住宅のコ

ンセプトや仕様等の具体化を検討します。 

また、長崎独自の住宅ブランドの創出等を通して、県民への普及啓発を進めるとともに、県

内各所で良質な住宅技術講習会を開催する等、設計・施工技術等の普及を図ります。 

（事業スキーム） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

50年で建替え 200年で建替え

2/3程度に縮減
解体コスト(50年)×4

維持コスト(50年)×4

建設コスト(50年)×4

解体コスト(200年)

維持コスト(200年)

建設コスト(200年)

気候風土に即した長持ちする住宅は

世代を超えて活用でき、一世代あた

りの負担が大きく軽減される。 
※国作成資料。長持ち住宅の建設コストは

従来型の 2 割増、維持管理コストは 1 割

減として試算。 

地域型住宅による住宅費負担の軽減効果 

①課題抽出 

・社会的課題等を精査

し、事業の方向性や

推進方法を検討。 

・性能と価格・コスト

等の比較検討等を産

官学で共同実施。 

➁仕様検討 

・気候風土を考慮し、

長崎の住宅に特に必

要な性能を検討（耐

震性、省エネ性、劣

化対策等）。 

構造の安定

火災時の安全

劣化の軽減

維持管理・更新

温熱環境

空気環境光・視環境

音環境

バリアフリー

防犯

景観形成

⾧崎型Ⅰ

⾧崎型Ⅱ
⾧期優良住宅

建築基準法

地域特性に即した仕様/性能の検討

③ブランド化 

・地域型住宅の仕様を決

定。 

・上述において得られた

メリットと併せて産官

学で一体的に推進。 

④普及啓発 

・技術講習会の開催。 

・住宅の承継、良いもの

を長く使うライフスタ

イルの啓発。 

・広告や新聞等のメディ

アを用いた制度周知。 

①「県民の住宅費負担の減」、 

②「地元工務店による雇用創出」

により子育て世帯・若年層の県外

流出を抑制 

地域型住宅 
低コスト・高品質・⾧寿命 

仕様を定め 
ブランド化 

維持管理が大事にゃ 
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重点施策２ 「空きストックの活用」推進プロジェクト 

 

【取組方針】 

県内の都市部等においては、子育て世帯、移住者、若者等のニーズに合った低廉で良質な住

まいが不足しており、県外への人口流出の要因となっています。また、今後県内各所で推進さ

れる大規模プロジェクト等により新たな雇用創出が見込まれ、更なる住まいニーズの高まりが

予想されます。 

『「空きストックの活用」推進プロジェクト』では、近年増加傾向にある公民の空きストッ

クを有効活用し、子育て世帯、移住者、若者等のニーズにあった住まいを提供する等、住まい

の選択肢を増やすことにより、選ばれるまちの実現と人口減少対策に対応できる持続可能な地

域を目指します。 

 

施策案 

■ 空きストックの活用促進 

当事業は、民間企業が所有する空き社宅等を、不動産会社等の民間事業者等がリノベーショ

ンして子育て世帯・移住者・若者等へ賃貸住宅として貸出す住宅提供施策です。空き社宅の一

部には、子育て世帯のためのキッズルームや、新たな日常に対応するためのコワーキングルー

ム等の共用施設の整備を行う等、子育てしやすい住まい環境の整備を推進します。 

また、併せて、県・市町・民間事業者等で構成される「公民空きストック活用協議会

（仮）」を立ち上げ、民間事業者等が自走し活用を提案できる「長崎型空きストック活用モデ

ル（仮）」を確立し、空きストック活用による継続的な住まい提供を目指します。 

（事業スキーム） 

（※）先行的に県空き公舎で実施し、市町への展開については、今後状況を踏まえ検討する。 
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重点施策３ 住宅団地再生プロジェクト 

 

【取組方針】 

高度成長期に大量供給された住宅団地等では、住民の高齢化に伴い、福祉介護・生活関連サ

ービス事業者の不足、買い物弱者の増加といった生活上の不便さが課題となっています。ま

た、子育て世代の減少、空き家の増加等、コミュニティの担い手不足による地域の持続に関す

る様々な課題が顕在化しています。 

『住宅団地再生プロジェクト』では、健康で快適に住み続けられるまちの実現に向け、地域

課題の解決・魅力向上を担う公・民・学連携組織（プラットホーム）を設立・運営し、地域課

題の解決を図りながら、住民の生活の質の向上に寄与する持続可能なまちづくりを目指しま

す。 

 

施策案 

■ ニュータウンの再生 

公民学連携による地域課題解決主体（プラットフォーム）を組織し、住宅団地等の課題解決

に取組みます。これにより、地域の民間事業者等や NPO 法人、大学、福祉事務所、行政等で

協力し、住民ニーズに基づく新技術の導入やデータ連携による持続可能な地域モデルを構築し

ます。また、高齢者の住み替えによる団地内の空き家等を活用した高齢者向け住宅の供給や入

居者に対する生活支援サービスの提供、子育て世帯向けの住宅や交流スペースの整備、ディマ

ンドバスや無人運行等による身近なモビリティの開発等、AI・IoT 等の技術の導入を検討しま

す。 

 

（イメージ） 
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重点施策４ 移住促進・交流人口拡大プロジェクト 

 

【取組方針】 

離島半島部等では、少子高齢化や人口減少が急激に進んでおり、年々空き家の数が増加して

います。一方で、移住者数は年々増加傾向にあるものの、移住者のニーズに合った住まいが不

足しており、移住者の住まい確保が課題となっています。 

『移住促進・交流人口拡大プロジェクト』では、地域で活躍する民間事業者等の協力を得な

がら、市場に出ていない空き家の掘り起こしや移住希望者と空き家をマッチングする取組を推

進する等、移住希望者が円滑に移住できる仕組みや交流人口がかかわり続けられる仕組みの構

築を目指します。また、定住化の促進により、地域コミュニティの活性化や担い手不足の解消

を図ります。  

 

施策の例 

■ 長崎県移住者向け住宅確保加速化支援事業（R 元～） 

当事業は、市町が認定した空き家活用団体が空き家を掘り起し、空き家所有者から借上

げ、移住希望者のニーズに合った住まいに改修し、転貸を行う事業です。 

また、空き家活用団体は空き家の活用のみならず、空き家所有者が抱える空き家に関する

悩み事等の相談も受ける等、地域の空き家相談窓口としても活動しています。 

（事業スキーム） 
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６－３ 実現に向けての方策 ～公民連携の推進～ 

（１）関係主体の基本的役割 

第４章で掲げた基本目標の達成に向けては、重点施策をはじめとする各種の取組を推進して

いくことが求められます。そのためには、行政（県、市町）、住生活関連事業に係る民間事業

者等、県民がそれぞれの役割を果たしつつ連携・協働していくことが重要です。まず、それぞ

れの関係主体の基本的な役割を示します。 

 

①県の役割 

○市町や県民等の主体的な住まいづくり・まちづくりや民間事業者等の展開する住宅供給や

サービス提供等に関する情報提供、技術的支援を行うこと。 

○モデル的な事業の実施等、先導的な取組を主導すること。 

○住生活関連事業の主体である民間事業者等が、良質な商品やサービスを継続的に提供で

きる環境を整えること。 

〇横断的な取組は、県各部各課や地方機関が連携して推進すること。 

 

②市町の役割 

○住まいづくり・まちづくり施策の実施主体として、各市町の住宅事情や住宅市場に応じ

たきめ細かな施策を展開すること。 

 

③民間事業者等の役割 

○住宅供給、サービス提供等の主要な担い手として、県民や地域のニーズにきめ細かく対

応するとともに、地域特性を活かした住まいづくり・まちづくりを推進すること。 

 

④県民の役割 

○地域コミュニティの担い手として、住宅・居住環境づくりに関心を持ち、自らの地域の

住生活の向上に貢献していくこと。 

○住まいの所有者や住み手として、質の高い住まいづくりを進めるとともにそれを適切に

維持管理していくこと。 

 

（２）重点施策の展開イメージと県の役割 

第４章の改訂の考え方の一つとして示したように、本計画はより一層「民間事業者等、県

民、関連部署とともに取組む施策を充実させる」こととしています。そういった観点から、重

点施策は、上記で掲げた県の基本的役割である「先導的な取組を主導すること」及び「民間事

業者等が、良質な商品やサービスを継続的に提供できる環境を整えること」のモデル的な取組

として位置付けることとします。 

４つの重点施策の展開イメージ（進め方）は大きくは共通しています。 

まず、民間事業者等の意欲的な取組及び県民主体のコミュニティベースの活動を応援するモ

デル事業等の実施、民間事業者等（大学等の研究機関を含む）のプラットフォーム形成等によ

り、県が主導して「アクションを起動」します。ついで、そのアクションが発展的に自走して
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民間事業者等が能動的に動けるように誘導するとともに、県は市町と連携しながら「先行的な

事業化を支援」します。その後、そうした先行事業等が持続的に展開できるような「仕組みや

ルールの構築」を市町と連携して支援するとともに、「他エリアで水平展開」できるようそれ

らの取組を検証・改善します。このように時間の経過に伴い、県の役割は変化するとともに民

間事業者等の自らのビジネスとして発展的に展開し、その地域で生活する県民等への好影響が

徐々に波及していくことになります。 

その具体的な例として、重点施策３「住宅団地再生プロジェクト」を示します。 

県はステップ１として、空き家を活用する意思のある住民や空き家改修に積極的に取組む工

務店、大学等とともに、空き家を活用した交流拠点の整備等の先導的取組を支援します。こう

したコミュニティベースの取組の初動期では、県や市町の有する支援策とともに、地域貢献に

関心の高い大学等の関わりが期待されます。 

ステップ２では、地域の交流拠点での活動を支える民間事業者等をコアメンバーとするアー

バンデザインセンターの設立を市町とともに支援します。UDC には、より多彩な民間事業者

等、そして地元の組織（自治会や NPO 法人等）も加わっていくことが望まれます。 

ステップ３は具体的な地域課題の解決（ローカルソルーション）の段階です。ここでは、

UDC に加わった民間事業者等、地域主体による地域の資源をうまく活用した解決策が試行さ

れ、さらに改善されてビジネスモデルが確立されることとなります。そのプロセスにおいて、

必要に応じて県は市町と連携して仕組みやルールの構築にも貢献することも求められます。さ

らに、時間的経過に伴い、ビジネスモデルが市場に定着し、民間事業者等のビジネスとして成

立する段階になれば、県や大学等の研究機関はこの一連の取組を評価・検証して、他エリアで

水平展開する役割を担うこととなります。 

 

■重点施策の展開イメージ ～住宅団地再生プロジェクトの取組を具体例として～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

解決策② 

社会福祉法人が既存ス

トックを活用した分散

型サ高住を整備 

工務店 
空き家 

所有者 

大学 不動 

産店 

空き家を活用

した交流拠点 

 
病院 

 
社会福

祉法人 

不動 

産店 

工務店 自治会 

NPO 

法人 
民間 

研究所 
大学 

ＵＤＣ 

アーバンデザイン 

センター 

県 

地域課題の 

解決 

ＳＴＥＰ１ 

ＳＴＥＰ２ 

解決策① 

転入してきた中高年夫婦が自

宅を開いてカフェをオープン 

ＳＴＥＰ３ 

解決策③ 

高齢世帯が早めの終活を行っ

て自宅を市場に出し、地元の

工務店等による断熱リフォー

ムを実施 

民間事業者等 

研究機関 

県民 

行政 

解決策④ 

地元の研究機関と社会実験でディ

マンドバスや無人運行等による身

近なモビリティを開発 
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第７章 公営住宅の供給目標量と計画の成果指標 

７－１ 公営住宅の供給目標量 

（１）居住の安定確保のために必要な住宅供給の考え方 

公営住宅の供給目標量は、住宅確保要配慮者（低所得者、被災者、高齢者、障害者、子ども

を育成する家庭、その他住宅の確保に特に配慮を必要な方）の居住水準の状況や民間賃貸住

宅の平均家賃等を勘案し、市場において自力では適正な居住水準の住宅を確保できない世帯

に対して重点的に供給するものとして設定します。 

 

（２）公営住宅の供給目標量の設定 

公営住宅の供給目標量は、住生活基本法第 17 条第２項に基づき、国との調整、市町との協

議結果を踏まえ定めるものです。 

新規整備と建替えによる供給戸数に、既存の公営住宅の空き家募集数を加えた戸数です。公

営住宅には県営・市営・町営を含みます。 

以上の考え方に基づき、10 年後（令和 1３年度）における要支援世帯（市場において自力

では適正な水準の住宅を適正な負担で確保することが困難等の理由のため、公的な支援により

居住の安定を図るべき世帯）の数を推計し、この結果をもとに令和４～1３年度の 10 年間の

公営住宅供給量を約 17,900 戸と定めます。 

 

【公営住宅の供給目標量】 

項目 令和４～１３年度 

公営住宅供給目標量 約 17,900 戸 

 

 

７－２ 計画の成果指標 

住宅政策の 6 つの目標に向けて推進する施策の実施効果を確認し、目標への達成状況を把

握するための成果指標と目標値を以下のように設定します。 

 

基本目標Ⅰ 災害に強く、県民が安全・快適に暮らせる住生活の実現 

成果指標 現状値 
目標値 

【R13】 
対応施策 

★住宅の耐震化率 
85.3％

【H30】 

概ねすべて
の住宅で耐
震化が完了 

Ⅰ－１ 

★高齢者の居住する住宅のうち、一定のバリアフ
リー性能及び断熱性能を有する住宅の割合 

9.2％
【H30】 

13.5％ Ⅰ－２ 

◎県内の市町営住宅のバリアフリー化率 
27.1％
【R2】 

33% Ⅰ－２ 

◎県営住宅のバリアフリー化率 
55.5％
【R2】 

65% Ⅰ－２ 
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基本目標Ⅱ 若者・子育て世帯や高齢者等が安心して暮らせる住生活の実現 

成果指標 現状値 
目標値 

【R13】 
対応施策 

☆18 歳未満のいる子育て世帯の誘導居住面積水準達成
率 

38.5％
【H30】 

40% Ⅱ－１ 

★高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合 
3.4％

【R2】 
4% Ⅱ－２ 

★居住支援協議会（ワーキンググループを含む）を設立
した市町の人口カバー率 

0％ 60% Ⅱ－３ 

 

基本目標Ⅲ 良質な住宅ストックの形成と次世代への承継 

成果指標 現状値 
目標値 

【R13】 
対応施策 

★新築住宅に占める認定長期優良住宅の割合 
13.3％
【R2】 

25% Ⅲ－３ 

◎新築を含む全流通戸数に占める既存住宅の流通戸数 
1,875 戸
【H30】 

2,000 戸 Ⅲ－２ 

◎居住あり住宅のうち増改築、修繕又は模様替えのい
ずれかを実施した住宅の割合 

4.0％
【H30】 

5% Ⅲ－３ 

 

基本目標Ⅳ 急増する空き家の適正管理と利活用の推進 

成果指標 現状値 
目標値 

【R13】 
対応施策 

★賃貸・売却用等以外の「その他空き家」数 
57.7 千戸
【H30】 

66.4 
千戸 

Ⅳ－１ 

★市町の取組により除却等がなされた管理不全空き家
数 

780 件 1,700 件 Ⅳ－１ 

 

基本目標Ⅴ 長崎らしさを実感できる豊かな居住環境の形成 

成果指標 現状値 
目標値 

【R13】 
対応施策 

◎居住環境の総合満足度（「住生活総合調査」において
居住環境の総合評価が「非常に満足」と「多少満足」
の合計の割合） 

66.5％
【H30】 

75％ Ⅴ－１ 

◎空き家活用団体等により活用される空き家の数 
172 件
【R2】 

830 件 Ⅴ－１ 

 

基本目標Ⅵ 地域の住生活を支える担い手育成 

成果指標 現状値 
目標値 

【R13】 
対応施策 

◎産学官連携による地域課題解決主体の組織数 0 組織 3 組織 Ⅵ－2 

 

★国の成果指標に準じた成果指標 ☆国の観測・実況指標に準じた成果指標 ◎長崎県独自の成果指標 
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用語の解説 
 

ア行 
インスペクション 

住宅に精通した住宅診断士が、第三者的な立場から、また、専門家の見地から、住宅の劣化

状況や欠陥の有無等を診断すること。 

エコリフォーム 

窓や外壁、屋根・天井等の断熱改修や設備エコ改修等、エネルギー消費量を少なくするリフ

ォームのこと。 

エリアマネジメント 

地域における良好な環境や地域の価値を維持向上させるための、住民・事業主・地権者等に

よる自主的な取組のこと。 

カ行 
カーボンニュートラル 

二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの排出量と、植林・林管理等の吸収量が均衡した状

態であること。 

居住支援協議会 

住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅等への円滑な入居の促進を図るため、地方公共団体や関係

業者、居住支援団体等が連携し、住宅確保要配慮者及び民間賃貸住宅の賃貸人の双方に対し、

住宅情報の提供等の支援を実施するもの。 

居住支援法人 

住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進を図るため、住宅確保要配慮者に対

し家賃債務保証の提供、賃貸住宅への入居に係る住宅情報の提供・相談、見守り等の生活支援

等を実施する法人として都道府県が指定するもの。 

居住誘導区域 

都市再生特別措置法で定められる、都市の居住者の居住を誘導すべき区域。人口減少の中に

あっても一定エリアにおいて人口密度を維持することにより、生活サービスやコミュニティが

持続的に確保されるよう、居住を誘導する必要がある。 

合計特殊出生率 

15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの。一人の女性がその年齢別出生率で

一生の間に生むとしたときの子どもの数に相当する。 

コワーキングルーム 

個々に仕事を持ち働く人たちが、働く場所（空間）を同じくするだけではなく、コミュニケ

ーションを図ることで、互いに情報と知恵を共有するという概念およびそのための施設。 

サ行 
サービス付き高齢者向け住宅 

「高齢者住まい法」の改正によってできた高齢者向けの賃貸住宅制度。安否確認や生活相談

といったサービスの提供が義務づけられており、契約者保護の規定も充実させている。 
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再生可能エネルギー 

太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、バイオマス等、非化石エネルギーのうち、エネルギー

として永続的に利用することができるもの。 

最低居住面積水準 

国が住生活基本法に基づいて定めているもので、世帯人数に応じて健康で文化的な住生活の基

礎として必要不可欠な住宅の面積に関する水準。単身者で 25 ㎡、2 人以上の世帯で 10 ㎡×世

帯人数＋10 ㎡。 

住教育 

住生活基本法や住生活基本計画（全国計画）を踏まえ、本県では、「県民が快適で安心して

暮らす住生活の実現のために、住まいや住まい方等の基礎的な知識を知り、考える機会を提供

すること」を総称して、「住教育」と呼称する。 

住生活 

住宅そのもののみならず、そこで営まれる人々の社会生活や居住環境を含む。 

住生活基本計画 

住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、生活の安定

向上と社会福祉の増進を図るとともに、経済の健全な発展に寄与することを目的として、住生

活の安定の確保及び向上の促進に関する施策について、基本理念を定め、国及び地方公共団体

並びに住宅関連事業者の責務を明らかにするとともに、基本理念の実現を図るための基本的施

策、その他の基本となる事項を定める計画。 

住生活基本法 

国民の豊かな住生活の実現を目指し、安全かつ安心な住宅を充分に供給するための住宅政策

の指針となる法律。平成 18 年 6 月に施行され、基本理念、国等の責務、住生活基本計画、

その他基本となる事項について定める。 

住生活総合調査 

住宅政策に関する基礎データの収集を目的として、国土交通省が５年毎に実施する調査のこ

と。住宅および居住環境に対する評価や住宅改善計画の有無等に関する調査を行っている。 

住宅確保要配慮者 

住生活基本法においては、低額所得者、被災者、高齢者、子どもを育成する家庭その他住宅

の確保に特に配慮を要する者としている。 

住宅ストック 

既存住宅、あるいはある時点で存在しているすべての住宅。 

住宅・土地統計調査 

住宅及び世帯の居住状況の実態を把握し、その現状と推移を明らかにすることを目的とし

て、総務省が５年毎に実施する調査。 

住宅履歴情報 

住宅がどのようなつくりで、どのような性能があるか、また、建築後にどのような点検、修

繕、リフォームが実施されたか等の記録を保存、蓄積したもの。具体的には、新築時の図面や

建築確認の書類、点検の結果やリフォームの記録など。 
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省エネルギー設備 

住宅・土地統計調査では「省エネルギー設備」を次のとおりとしている。①太陽熱を利用し

た温水器等 ②太陽光を利用した発電機器 ③二重又は複層ガラスの窓。 

新耐震基準 

昭和 56 年 6 月に施行された改正建築基準法施行令に基づく現行の耐震設計基準。 

森林吸収源対策 

地球温暖化対策において、二酸化炭素の吸収源である森林の整備・保全等を行う対策のこ

と。 

生活支援サービス 

在宅の高齢者が介護に頼らずに自立した生活ができるように支援するために行う保健福祉サ

ービスのひとつ。介護保険の円滑な実施を促進するために設けられた。配食サービス事業、外

出支援サービス事業、寝具洗濯乾燥消毒サービス事業、軽度生活援助事業、住宅改修指導事

業、訪問理美容サービス事業、グループリビング支援事業等。 

セーフティネット 

もともとは落下防止のために張る安全網をいうが、本文では、安心や生活の安定を支える社

会的な保証制度や対策のことを指す。 

その他の住宅 

二次的住宅、賃貸用の住宅、売却用の住宅以外の人が住んでいない住宅で、例えば、転勤・

入院等のため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建替え等のために取り壊すことになって

いる住宅等を指し、空き家の区分の判断が困難な住宅を含む。 

タ行 
耐震・安心住まいづくり支援事業 

地震時の一定規模以上の建築物・住宅の倒壊等による被害の軽減を図り、安全なまちづくり

を推進するため、一定規模以上の建築物・住宅の耐震改修等についての情報提供事業を実施

し、耐震診断や耐震改修計画作成に対する支援制度を創設することにより、一定規模以上の建

築物・住宅の耐震性向上に取組むために支援する長崎県の事業。 

地域包括ケアシステム 

高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、可能な限り住み慣れた地域で、自分

らしい暮らしを人生の最期まで続けることができる地域の包括的な支援・サービス提供体制の

こと。 

長期優良住宅 

数世代にわたって暮らせる住宅。耐久・耐震・省エネ性に優れ、配管等の維持管理や間取り

の変更等が容易にできるよう一定の措置が講じられたもの。長期優良住宅促進法の認定基準を

満たす住宅を取得した場合、住宅ローン減税の拡充・登録免許税の税率引き下げ・不動産取得

税の控除額拡充・固定資産税減額期間の延長等の減税措置を受けることができる。 

賃貸用の住宅 

新築・中古を問わず、賃貸のために空き家になっている住宅。 

  



 

- 97 - 

 

定期借家制度 

賃貸借契約で期間を定め、契約満了時に更新されることなく契約が終了する借家制度のこ

と。契約期間・収益見通しが明確になり、経済合理性に則った賃貸住宅経営が可能となる。 

定住 

一定の場所に住居を構え、そこに住みつき暮らすこと。 

ディマンドバス 

既定の経路や時刻表がない予約型のバス。 

デュアルライフ 

二拠点生活のこと。 

特定目的住宅 

公営住宅の入居募集の際、一般世帯とは別に募集枠を設け、より住宅を必要とされている世

帯の方々に優先的に入居をすすめる住宅のこと。 

ナ行 
長崎県居住支援協議会 

居住支援協議会とは、住宅確保要配慮者（低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子供を育

成する家庭その他住宅の確保に特に配慮を要する者）の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進を

図るための組織で、地方公共団体の住宅担当部局及び自立支援、福祉サービス等担当部局、宅

地建物取引業者や賃貸住宅を管理する事業を営む者に係る団体、居住に係る支援を行う営利を

目的としない法人等により構成される。長崎県においては、平成 25 年 3 月に長崎県居住支

援協議会を設立。 

長崎県耐震改修促進計画 

地震による経済被害や人的被害を半減させるため、建築物の耐震診断や耐震改修を促進し地

震に対する建築物の安全性向上を図ることを目的に、建築物の耐震化の「具体的な目標」及び

「必要な施策」等を定めた計画。平成 27 年 9 月改訂。 

二次的住宅 

別荘（週末や休暇時に避暑・避寒・保養等の目的で使用される住宅で、ふだんは人が住んで

いない住宅）及び普段住んでいる住宅とは別に、残業で遅くなったときに寝泊りする等、たま

に寝泊まりしている人がいる住宅のこと。 

二重サッシ 

窓のサッシ（ガラス戸）を二重に取り付けたもので、複層ガラスとは異なる。窓のサッシを

二重にすることで、遮温性や防音性が高まる。 

ハ行 
売却用の住宅 

新築・中古を問わず、売却のために空き家になっている住宅。 

バリアフリー（化） 

障壁（バリア）所有者くすという意味。住宅の床の段差解消や手すり設置、車椅子で通行が

可能な幅の廊下の確保により、誰もが使いやすいように配慮することをいう。 
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ヒートショック 

家の中の急激な温度差がもたらす身体への悪影響のこと。住宅においては、暖かい部屋から

寒い部屋、又はその逆のように、温度の急激な変化により、血圧が大きく変動することで、失

神や心筋梗塞、脳梗塞等を起こすことがある。 

複層ガラス 

2 枚のガラスの間に乾燥空気を閉じ込めたガラスのこと。窓から逃げる暖房熱の量を減らす

効果がある。 

マ行 
モビリティ 

「動きやすさ」、「移動性」、「可動性」、「流動性」などを指す外来語。交通分野においては、

人が乗り物などを用いて移動することを指す。 

ヤ行 
誘導居住面積水準 

国が住生活基本法に基づいて定めているもので、世帯人数に応じて豊かな住生活の実現の前

提として多様なライフスタイルに対応するために必要と考えられる住宅の面積に関する水準。

「一般型」と「都市居住型」があり、「一般型」は、単身者が 55 ㎡、2 人以上の世帯で 25

㎡×世帯人数＋25 ㎡。「都市居住型」は、単身者が 40 ㎡、2 人以上の世帯で 20 ㎡×世帯

人数＋15 ㎡。 

ユニバーサルデザイン 

「すべての人のためのデザイン」を意味し、年齢や障害等の有無に関わらず利用することが

できる施設・製品・情報の設計。 

ラ行 
ライフスタイル 

生活の様式。人生観・価値観・習慣等を含めた個人の生き方、暮らし方のこと。 

立地適正化計画 

都市計画区域内の区域について、住宅及び都市機能増進施設（医療施設、福祉施設、商業施

設その他の都市の居住者の共同の福祉又は利便のため必要な施設であって、都市機能の増進に

著しく寄与するもの）の立地の適正化を図るための計画。 

リノベーション 

古い建築物の機能を今の時代に適したあり方に変えて、新しい機能を付与すること。 

リフォーム 

住宅の改善、修繕、模様替えに類するもの。 

アルファベット 
ＡＩ 

知的な機械、特に、知的なコンピュータプログラムを作る科学と技術。 

ＤＩＹ 

do it yourself の略語。一般的に、自らの手で日曜大工等を行うこと。 
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ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション） 

デジタル技術の活用による新たな商品・サービスの提供、新たなビジネスモデルの開発を通

して、社会制度や組織文化等も変革していくような取組を指す概念。 

ＩｏＴ（インターネットオブシングス） 

モノのインターネット化のこと。住宅においては、家にある家電製品とスマートフォンを繋

げ、外出先からでも操作を可能にする技術などが開発されている。 

ＬＣＣＭ（ライフ・サイクル・カーボン・マイナス）住宅 

建設時、運用時、廃棄時において出来るだけ省ＣＯ２に取り組み、さらに太陽光発電などを

利用した再生可能エネルギーの創出により、住宅建設時のＣＯ２排出量も含めライフサイクル

を通じてのＣＯ２の収支をマイナスにする住宅。 

ＵＤＣ（アーバンデザインセンター） 

課題解決型・未来創造型まちづくりのための公・民・学連携のプラットフォーム。2021年

4月時点で、全国に23拠点展開されている。 

ＵＩターン 

元々地方で生まれ育った人が、大都市で働き再び地方に戻るＵターン、大都市で生まれ育っ

た人が、地方の企業に転職し移住するＩターンを合せた言葉。大都市で働き、元の生まれ故郷

ではない別の地方に転居するＪターンを合わせて、ＵＪＩターンということもある。 

ＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス） 

住まいの断熱性・省エネ性能を上げ、太陽光発電などでエネルギーを創ることで、年間の消費

エネルギー量（空調・給湯・照明・換気）の収支をプラスマイナス「ゼロ」にする住宅のこと。 

 


